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定にあたっては劣化の調査・診断結果を踏まえて，潜在的な残存要因例えば塩分量や ASR 残存膨張 
 
 
















































表 1.1.1 コンクリート構造物の劣化要因に対する補修方針と補修工法 

















































































































ポリマー モルタル (エポキシ樹脂 ，ポリエステル樹脂) 
セメントモルタル，ポリマーセメントモルタル 
超速硬セメント系 ，セメント系 ，ポリマ－セメント系 
セメント系，ポリマー セメント系 
セメント系 ，ポリマー セメント系 
 





エポキシ樹脂 ，アクリル樹脂 ，ポリエステル樹脂 
ビニルエステル樹脂 ，ポリマーセメント等 
 
アクリロイル樹脂 ， ポリウレア樹脂 
エポキシ樹脂 ，アクリル樹脂 ，シリコーン樹脂 
アクリルゴム ，ポリブタジエンゴム 
クロロプレンゴム 


















 用途面からの分類 材質面からの分類 





























ポリマーセメントの開発の歴史は，1923 年の英国における L.Cresson の出願特許 5) にまでさかの
ぼり，その後 1950 年代にかけて，英国を中心に天然ゴムラテックスを用いたポリマーセメントが，
米国を中心にクロロプレンゴムラテックス（CR）やポリ酢酸ビニルエマルション（PVAC）を用いた
ポリマーセメントの研究開発が進められた．米国の J. M. Geist らの PVAC 系ポリマーセメントの基
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は米国ほど多くはないと云われていた 9)ASR が，一部の道路橋 10)および建築物 11)で確認され，その
補修方法が議論され始めた．防水性の高い樹脂塗膜で完全に水分の浸入を遮断する遮水形の防水工法
12) と，シラン系表面含浸材等を用いて外部からの水分の浸入を抑制しながらコンクリート内部の水を
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遮塩性および中性化抑制効果等を調べ，P/C の大小で透湿性の異なる 5 種類の表面被覆材を試作し，
ASR 膨張の抑制効果に与える透湿性の影響を示した． 
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効果に関する暴露結果を行った．また本工法のように透湿性の高い ASR 補修材の評価方法を確立す
るために，ASR 膨張挙動について自然暴露下と同様な挙動を示す乾湿繰返し条件を検討した． 
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PCC と略記）およびポリマーセメントモルタル（以下 PCM と略記）である．用いられるポリマーに






































































図 2.1.1 セメント混和用ポリマーの分類 1) 
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わが国では水性ポリマーディスパージョンとして，ポリアクリル酸エステル（以下 PAE と略記）
系，エチレン酢酸ビニル（以下 EVA と略記）系およびスチレンブタジエン合成ゴム（以下 SBR と略





















では，結合材がセメント水和物と成膜したポリマーの 2 成分からなる，いわゆる「co-matrix 相」で

















































































































図 2.2.1 ポリマーセメントモルタルにおける「co-matrix相」の形成過程の概念図 11) 








 PCM 系補修材には図 1.1.1 に示したように，ひび割れ注入材，断面修復材および表面被覆材があ
る．それらの材料ごとに公的機関が定める品質規格例と開発目標性能の要点を以下に述べる． 
2.3.1 ポリマーセメント系ひび割れ注入材の要求性能 















（平成 22 年 7 月）14) 
建設省総合技術開発プロジェクト 
「コンクリー トの耐久性向上技術」 







ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄ系 ｼｰﾗﾝﾄ系 ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄｽﾗﾘｰ 
ひび割れの進行区分 進行度 A＊ B＊＊ A＊＊，B＊＊  
ひび割れ幅 (mm) 0.2～2.0 0.8～5.0 5.0‹  
試験項目 品質規格値 
流下時間 (秒) 45≧ 45≧   
1回目 30≧ 
2回目 45≧ 
粘  度 (mPa･s)   10000≧   
可使時間 (分)   30≦ 240≦  
硬化時間 (時間)   16≧ 24≧  
保水係数 (%) 30～65 30～65   35～65 
硬化収縮率 (%) 3.0≧ 3.0≧ 0.1≧  3≧ 
伸び率 (%)    800≦  
接着強さ (N/mm2) 4≦ 4≦ 6≦  4.0≦ 
付着力保持率 (%)   60≦ 60≦  
曲げ強度 
(N/mm2) 
標準養生時 4≦ 4≦   4.0≦ 




   
吸水率 (%) 15≧ 15≧   15≧ 
表 2.3.1 各種公的機関の定める PCM系（無機系）ひび割れ注入材の品質規格例 
 
















されている 16)．接着強さおよび付着力保持率は最も重要な性能で，接着強さで 4 または 6 N/mm2以
上，付着力保持率で 60%以上が必要とされている．圧縮強さは定められている場合と定められていな
い場合があり，定められているものでも具体的な値ではなく，「使用する構造物の設計基準強度以上」


















性能項目 標準形 柔軟形 
流動性 or 粘性 
Jロー トで 15 秒≧ 
or 1500mPa･s≧ 12000mPa･s≧ 
可使時間 (hr) 0.5≦ 0.5≦ 
硬化時間 (hr) 16≧ － 
保水係数 0.5≦ － 
硬化収縮 (％) 0.3≧ － 
乾燥収縮 (％) 0.3≧ － 
曲げ強さ ( N/mm2) 4.0≦ － 
圧縮強さ ( N/mm2) 25≦ － 
接着強さ ( N/mm2) 2.0≦ 2.0≦ 
防水性 (％) 吸水率で 15≧ － 
耐久性 (％) 付着保持率 60％≦ SW1000hr 
柔軟性 (％) － 引張伸び率 200≦ 
表 2.3.2 PCM系ひび割れ注入材の開発目標性能 
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2.3.2 ポリマーセメント系断面修復材に要求される性能 





以下の，概ねコンクリートと同等の性能が必要とされている．圧縮強さは，標準的な場合には 24 ま 
 
 









（平成 21 年 7 月）14) 
東海道新幹線鉄筋コンクリ 
ート構造物 維持管理標準 
（平成 21 年 5 月）17) 
下水道コンクリート防食工事 
施工・品質管理の手引き（案） 
（平成 20 年 7 月）18) 
試験項目 品質規格値 
  硬化時間 (hr) 1≦ 1≦， 3≧  





















標準  1.5≦ 1.5≦ 
湿潤時 1.5≦   
耐アルカリ 
性試験後 1.5≦   
温冷繰り返 
し試験後 1.5≦   
塗装塗膜との付着性 1.0≦ 1.0≦  
曲げ強さ 
(N/mm2) 
材齢 3 日   3.0≦ 
材齢 28 日   7.0≦ 
圧縮強さ 
(N/mm2) 
材齢 3 日 補修設計で定めた 
設計基準強度以上 
 25≦ 
材齢 28 日 24 ≦ 45≦ 
耐酸性＊   重量変化率 ±10％以内 




表 2.3.3 各種公的機関の定める PCM系断面修復材の品質規格例 
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したがって 1 時間以上の始発は，30 分以上の可使時間を意味する．また始発が長すぎるのも硬化が
遅い事を意味するので，何時間以内と，規格値を設ける場合がある．熱線膨張係数はコンクリートが




 筆者らが開発した PCM 系断面修復材の目標性能を表 2.3.4に示す．普通ポルトランドセメントを
用いた普通形では硬化時間を 6 時間以内，可使時間を 1 時間以上とし，超速硬セメントを用いた超速
硬形では硬化時間を 1 時間以内，可使時間を 0.5 時間以上とした．普通形の曲げおよび圧縮強さは材
齢 28 日で，それぞれ 7 および 45N/mm2以上，超速硬形では圧縮強さのみ材齢 3 時間で 24N/mm2
以上とした．コンクリートとの付着強さおよび塗装塗膜との付着強さは，規格例にもあるように，そ
















作業性 (mm) JIS フローで 210±10 
可使時間 (hr) 1≦ 0.5≦ 
硬化時間 (hr) 6≧ 1≧ 
曲げ強さ (N/mm2) 7≦（28d）  
圧縮強さ (N/mm2) 45≦（28d） 24≦（3hr） 
コンクリー トとの付着強さ (N/mm2) 1.5≦（28d） 
塗装塗膜との付着強さ (N/mm2) 1≦（28d） 
乾燥収縮率 (％) 0.05≧（28d） 
熱線膨張係数 コンクリートと同等 
表 2.3.4 PCM系断面修復材の開発目標性能 
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2.3.3 ポリマーセメント系表面被覆材の要求性能  

































標準養生後 ○ ○   
促進耐候性試験後 700hr 屋外暴露 1 年 1500hr 
温冷繰り返し試験後 10 ｻｲｸﾙ 15 ｻｲｸﾙ   
耐アルカリ性試験後 ○ ○ Ca(OH)2飽和水溶液 30日間 
耐水性試験後  ○   
耐汚染性試験後  ○   
遮塩性 (×10-3mg/cm2･日) 5≧ 1≧  
酸素透過阻止性 
(×10-2mg/cm2･日) 
5≧   
透湿性 (mg/cm2･日) 5≧  15≦ 5≦ 
透水性 (mg/cm2･日)   35≧ 12≧ 




標準養生後 1≦ 1≦ 0.3≦ 0.3≦ 
促進耐候性試験後 1≦    
温冷繰返し試験後 1≦ 1≦   
耐アルカリ性試験後 1≦ 1≦   
耐裏水性試験後  1≦   
ひび割れ 
追従性 
標準養生後（常温時） 0.4mm≦ 2％≦ 0.7mm≦ 
標準養生後（低温時） 0.2mm≦    
促進耐候 0.2mm≦    
表 2.3.5 各種公的機関の定める PCM系表面被覆材の品質規格例 
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12～35mg/cm2・日以下の性能が，炭酸ガスに対する遮断性として中性化促進試験で 1mm 以下の性能
が，酸素の遮断性として 5×10-2mg/cm2･日以下の性能が設けられている．水蒸気に対しては前述した








あり，伸び量では標準養生後の常温で 0.4mm 以上の性能が必要とされる． 
 筆者らが開発した PCM 系表面被覆材の目標性能を，補修目的ごとに表 2.3.6に示す．遮塩性およ
び酸素透過阻止性は塩害抑制の場合のみに設け，それぞれ 5×10-3 mg/cm2･日以下および 5×10-2 
mg/cm2･日以下とした．防水性については，塩害抑制の場合を最もきびしく 10 mg/cm2･日以下とし，
ASR 抑制の場合は防水性よりも透湿性の 30 mg/cm2･日以上を重視し，従って防水性は中性化抑制の
場合と同レベルの 35 mg/cm2･日以下とした．ポリマーとして柔軟形ポリマーディスパージョンを使
用することを前提としたので，いずれの劣化原因に対してもひび割れ追従性の目標性能を 0.4 または












塩害抑制 ASR 抑制 中性化抑制 
有害物質 
の遮断性 
遮塩性 (mg/cm2･日) 5×10-3≧ － － 
防水性 (mg/cm2･日) 10≧ 35≧ 35≧ 
中性化阻止性 (mm) － － 1≧ 
酸素透過阻止性 (mg/cm2･日) 5×10-2≧ － － 
水蒸気透過性 (mg/cm2･日) － 30≦ － 
コンクリートとの付着性（N/mm2） 0.5≦ 0.3≦ 0.5≦ 
ひび割れ追従性（mm） 0.4≦ 0.7≦ 0.4≦ 
耐アルカリ性 Ca(OH)2飽和水溶液 30日間 
促進耐候性 サンシャインカー ボンアー ク方式 300hr 
表 2.3.6 PCM系表面被覆材の開発目標性能 
 




わが国では水性ポリマーディスパージョンとして PAE 系，EVA 系および SBR 系の３種類が，粉末
ポリマーとしては PAE 系，EVA 系および VAVeoVa 系およびそれらの混合系が使用されている． 
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セメント系（超微粒子 PCM 系と略記）ひび割れ注入材の開発が可能となった 4) 5) 6)． 
写真 3.1.1に普通セメントと超微粒子セメントの電子顕微鏡写真を示す．普通セメントの平均粒径
は 20～30μm，超微粒子セメントは 3～4μm なので約 1/7 の細かさである．超微粒子セメントはそ
の細かさのため水和活性が高く 7)，ひび割れ注入材への適用に際しては超微粒子セメントと同程度に
微粉砕された高炉スラグの微粉を混和することにより，凝結時間を調整した．超微粒子 PCM 系ひび
















系ひび割れ注入材の基礎物性試験結果 6) 12)を示し，次に高粘度形の超微粒子 PCM 系およびエポキシ
樹脂系ひび割れ注入材との性能比較試験結果 13)を示し，最後にひび割れ追従性を付与した柔軟形の超
微粒子 PCM 系ひび割れ注入材も開発したので，その基礎物性試験結果 14)を併せて示す． 
10μm 
写真 3.1.1 普通セメントおよび超微粒子セメントの電子顕微鏡写真 
10μm 
普通セメント 超微粒子セメント 
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3.2 ポリマー超微粒子セメント系ひび割れ注入材の基礎物性 
3.2.1 試験目的 












3.2.1 に，超微粒子セメントの粒度分布測定結果を図 3.2.1 に，また SBR 系ポリマーディスパージ
ョンの性質を表 3.2.2に示す．試験に供した超微粒子セメント系ひび割れ注入材の配合を表 3.2.3に




















（cm2/g） Ig. loss insol SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO SO3 
1.2 0.8 27.5 10.1 1.4 49.2 2.1 2.99 10,100 

































図 3.2.1 超微粒子セメントの粒度分布測定結果 
0.1            1             10            100 
粒 径 （μm） 
超微粒子セメント 
普通セメント 












 土木学会基準の PC グラウト試験方法のコンシステンシー試験方法に従って，図 3.2.2に示す J ロ
ートを用いて混練直後と 60 分後の流下時間を測定した．60 分後の試料は混練直後から密封状態で静
置し，測定直前に手練りで 10 秒間撹拌して測定に供した． 
3）保水性 
 日本建築仕上材工業会の「補修用注入ポリマーセメントスラリー」の 4.5 保水性試験に従って，図





















種類 外観 固形分 比重 pH 粘度 




スパージョン 水 P/C W/C 
1 0.2 0.34～0.59 0.09 0.45～0.70 
表 3.2.2 ポリマーディスパージョンの性質 
表 3.2.3 超微粒子 PCM 系注入材の配合 
図 3.2.2 Ｊロート 
 
200 










図 3.2.3 透水係数の測定装置 
単位(mm) 
単位(mm) 
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4）硬化時間 
 JIS R 5201（セメントの物理試験方法）の 8.凝結試験に準じて自動凝結試験機を用いて硬化時間を
測定した． 
5）硬化収縮 




相対湿度 100％RH および 85％




 JIS A 1129-1(モルタル及びコンクリートの長さ変化試験方法：コンパレータ方法）に準じて測定し
た．供試体寸法は 4×4×16cm とし，打設後 24 時間で脱型し，基長を測定した後，温度 20℃，相対
湿度 85％RH の気中で静置して，材齢 3，7，14，28，56 および 91 日で乾燥収縮率を測定した． 
7）曲げおよび圧縮強さ 
JIS A 1171(ポリマーセメントモルタルの試験方法）にしたがって供試体を作製および養生し，材齢
3，7 および 28 日で曲げおよび圧縮強さを測定した． 
8）接着強さ 
 JIS R 5201（セメントの物理試験方法）の 10.4 供試体の作り方に準じて，寸法 4×4×8cm のセメ
ントモルタル被着体を作製し，温度 20℃の水中で 28 日間養生した後，温度 20℃，相対湿度 60％RH
の気中で 7 日間養生した．その後，以下の 3 通りの条件で被着体の含水率を調整した． 
 A（湿潤過多）：温度 20℃の水中に 24 時間浸せきし，その後，温度 20℃，相対湿度 85％RH の気
中にて湿った布で被着体を包み，水分の逸散を妨げた． 
 B（標準状態）：温度 20℃の水中に 1 時間浸せきし，その後，温度 20℃，相対湿度 60％RH の気中
で乾燥させた． 
 C（乾燥過多）：温度 35℃の気中で 24 時間静置し，その後，温度 20℃，相対湿度 60％RH の気中
で 6 時間静置した． 
接着面をサンディングし異物を取り除き，図 3.2.5に示すように接着層の厚さを 0.5～3.0mm とす
るためのスペーサーをはさみ，試料が流出しないように粘着テープでシールした後，スペーサーを取
り除き，超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材を充填した．所定の材齢まで密封状態で養生し，JIS A 6024
（建築補修用注入エポキシ樹脂）の 5.4 接着強さに規定される図 3.2.6 に示す載荷方法で変形速度
1.5mm/min で載荷して接着強さを測定した． 
 
図 3.2.4 硬化収縮率測定用の型枠 
 
単位(mm) 













 表 3.2.4に示す配合のコンクリートを用いて，直径 15cm 高さ 30cm の
円柱供試体を作製し，温度 20℃の水中で 28 日間養生した後，割裂試験に
よりひび割れを導入し，温度 20℃相対湿度 60％RH の気中で 7 日間養生










 超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材のＷ/ＣとＪロ－ト流下時間の関係を図 3.2.8に，流動化剤の添加
率とＪロ－ト流下時間の関係を図 3.2.9 に，温度とＪロ－ト流下時間の関係を図 3.2.10に示す．Ｗ/
Ｃ＝0.45 以下では流動性が著しく低下するのに対して，Ｗ/Ｃ＝0.50 以上ではあまり代わらないこと
が確認された．また流動化剤の添加率が増すと流動性は大きくなるが，0.8 以上では，あまり変わら
なくなることが確認された．温度 20℃では 60 分後でも流動性の低下がみられなかったが，温度 5℃








C W S G 混和剤 ｽﾗﾝﾌﾟ(cm) 空気量 
50 42.2 360 180 760 1040 2.67 8.0 1.8 
表 3.2.4 注入性試験に用いたコンクリートの配合 




























写真 3.2.1 注入プレー ト 
図 3.2.7 注入プレー トの断面 
加圧力 
 














 Ｗ/Ｃ＝0.55，流動化剤の添加率 1.0％での保水剤の添加率と保水係数の関係を図 3.2.11 に示す．
保水係数 1 は，ろ紙に全く吸収されない状況を，保水係数 0.5 は直径 50mm の型枠中の試料から，
ろ紙に水が吸われて，倍の直径 100mm に広がった状況を意味する．保水剤は 0.1～0.2％の微量混入











































































△ 60 分後 
○ 直後 
△ 60 分後 
○ 直後 
△ 60 分後 
○ 直後 


























図 3.2.11 保水剤の添加率と保水係数の関係   図 3.2.12 Ｗ/Ｃと保水係数の関係 
















 超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の材齢 7 日
における硬化収縮率は，W/C=0.50～0.60 の範
囲で 0.22～0.24％であった．写真 3.2.2 に，
W/C=0.55 で作製し，温度 20℃，相対湿度 85％







 W/C と乾燥収縮率の関係を図 3.2.13 に示す．
材齢 7 日では W/C＝0.55 から 0.60 にかけて，
ほとんど変わらないが，材齢 28 日になると
W/C＝0.50 から 0.60 にかけてほぼ直線的に乾
燥収縮が大きくなる傾向がみられた．また W/C
別の材齢と乾燥収縮率の関係を図 3.2.14 に示
す．乾燥収縮は材齢 7 日までの間に材齢 91 日
の約 8 割を発現し，材齢 14 日では約 9 割を発
現していた．本注入材の乾燥収縮率は，材齢 28














1.0 ― ― 0.50 13 12:10 15:00 
1.0 0.1 ― 0.50 14 9:30 12:20 
1.0 0.2 ― 0.50 12 9:20 10:40 
1.0 0.3 ― 0.50 13 9:30 10:20 
1.0 ― 1.2 0.50 13 9:50 12:50 
1.5 ― ― 0.50 12 14:40 17:30 
2.0 0.5 ― 0.50 14 14:10 17:10 
2.0 1.0 ― 0.50 12 10:20 16:10 

















図 3.2.13  Ｗ/Ｃと乾燥収縮率の関係 
材齢 7 日 
材齢 28 日 
写真 3.2.2  養生湿度が供試体の 
外観に与える影響 
表 3.2.5 超微粒子 PCM セメント系ひび割れ注入材の凝結試験結果 














 超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の W/C と曲げおよび圧縮強さとの関係を図 3.2.15 および図
3.2.16 に示す．曲げおよび圧縮強さのいずれも材齢 3～28 日の間では，材齢とともに増加し，W/C
＝0.5～0.6 の間では W/C の増加にともなって，ほぼ直線的に低下する傾向が確認された．若材齢で 
の曲げ強さは，W/C=0.55 から 0.6 にかけて急激に低下する傾向がみられた．W/C=0.55 で材齢 28 日
















 標準状態（B）の含水率のモルタル供試体で測定した超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の W/C と接
着強さの関係を図 3.2.17 に，ひび割れ幅を変えた場合の接着強さ試験結果を表 3.2.6 に示す．モル
タル供試体の含水状態を調整した場合の接着強さ試験結果を表 3.2.7に示す．W/C＝0.5～0.6 の範囲
では W/C が増すにつれて接着強さは低下する傾向があり，W/C＝0.65 では W/C＝0.6 とほぼ同等で
































































○  0.50 
□  0.55 
△  0.60 
図 3.2.14 水/セメント比ごとの材齢と乾燥収縮率の関係 












































1 2 3 平均 
0.5 
0.65 
3.94 2.99 3.73 3.55 
1.5 3.65 4.22 3.73 3.87 






1 2 3 平均 
A 湿潤過多 
0.55 
2.56 2.58 2.73 2.62 
B 標準状態 5.60 4.38 5.88 5.29 
























図 3.2.17 Ｗ/Ｃと接着強さの関係 
表 3.2.7 供試体の含水状態ごとの接着強さ試験結果 










ひび割れ幅0.3mm ひび割れ幅0.2mm ひび割れ幅0.05mm ひび割れ幅0.05mm 



















 - 28 - 
3.3 高粘度形ポリマー超微粒子セメント系およびエポキシ樹脂系ひび割れ注入材との性能比較 
3.3.1 試験目的 






 ここでは，中粘度形の超微粒子 PCM 系（中粘度形 PCM 系と略記）ひび割れ注入材の性能を，高







本実験には，中粘度形 PCM 系と高粘度形 PCM 系の 2 種類の無機系ひび割れ注入材および有機系












 ひび割れ注入材の粘度を，JIS K 6833 に準じて，回転式 B 型粘度計を用いて，混練直後と 60 分後
に測定した．チクソトロピックインデックス（TI 値）を求めるために，試料の粘度に応じたロータ
ーを選び，回転速度 2rpm および 20rpm での粘度を測定した．TI 値は下式によって算出した．ポリ
マー超微粒子セメント系注入材については，土木学会基準の PC グラウト試験方法のコンシステンシ
ー試験方法に準じて，JA ロートを用いて混練直後と 60 分後の流下時間および日本建築仕上材工業会
の「補修用注入ポリマーセメントスラリー」（NSK-003）の 4.5 に準拠して保水係数も測定した． 
   チクソトロピックインデックス（TI 値）＝（2rpm での粘度）/（20rpm での粘度） 
種類 配合比 
中粘度形 PCM 系 
粉体：ポリマーディスパージョン＝100：74 
（ポリマー/セメント比=0.12，水/セメント比=0.615） 






表 3.3.1 使用したひび割れ注入材の種類と配合比 
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3）注入性 


































































形 PCM 系については，JIS R 5201（セメントの物理試験方法）に準じて，エポキシ樹脂系について
は，JIS K 7208（圧縮強さ），JIS K 7203（曲げ強さ）に準じて行った． 
5）引張接着強さ 
 300×300×60mm コンクリート平板と 300×300×10mm モルタル板を用いて，図 3.3.2 に示す試験
体を作製した．コンクリート平板とモルタル板の注入側の表面はサンドペーパーでかるく研磨し，注





















 JIS A 6024（建築補修用注入エポキシ樹脂）に準じて，各ひび割れ注入材の曲げ接着強さを測定し
た．注入幅は 0.1，0.5 および 1.0mm の 3 水準に設定した．図 3.3.4に示すように，JIS R 5201（セ
メントの物理試験方法）に準じて作製した 40×40×80 mm モルタル 2 本を用いて，各注入幅の試験
体を作製した．温度 20℃，相対湿度 65％の乾燥および 20℃，相対湿度 90％以上の湿空の 2 種類の












図 3.3.2 引張付着強さの試験体と引張付着強さの測定位置 
単位(mm) 















養生の種類 温度・湿度条件 期間 
標準養生 
乾燥 温度 20℃，相対湿度 65％ PCM 系    28 日間 
エポキシ樹脂系 7 日間 湿空 温度 20℃，相対湿度 90％以上 
温冷繰り返し養生 
20℃水中 18 時間    -20℃気中 3 時間 

















（乾燥養生試験体）           （湿空養生試験体） 
乾燥養生 湿空養生 乾燥養生＋温冷繰り返し 湿空養生＋温冷繰り返し 
試験位置 
図 3.3.3 引張接着強さの測定位置の割付 
表 3.3.2 引張接着強さ試験体の養生条件 
注入材塗布 






（注入厚 0.1mmの場合）        （注入厚 0.5，1.0mmの場合） 
図 3.3.4 曲げ接着試験体の作製手順 


















 粘度の測定結果を図 3.3.5 に，TI 値の測定結果を表 3.3.3 に示す．エポキシ樹脂系の 60 分後は，
既に硬化が始まっていて測定不可であった．中粘度形 PCM 系の粘度は約 7Pa･s で，高粘度形 PCM
系の粘度はその約 5 倍，エポキシ樹脂系はその約 8 倍で，高粘度形 PCM 系はエポキシ樹脂系に近い
粘度であった．中粘度形 PCM 系の TI 値は 6 前後で，高粘度形 PCM 系およびエポキシ樹脂系はさら
に高いものと予想されたが，高粘度形 PCM 系は中粘度形 PCM 系よりもやや低く，5 強くらいで，















アクリル透明板/コンクリート平板間での注入性試験結果を図 3.3.6に示す．中粘度形 PCM 系の場
合，約 2 秒で注入材の広がりが完了しており，その後は下部で自重による沈下で若干の広がりがみら

























60 分後 － 






























1s  2s  4s  10s 1s 2s  10s    30s 
（中粘度形 PCM 系）      （高粘度形 PCM 系）      （エポキシ樹脂系） 
図 3.3.6 注入性試験結果（アクリル透明板/コンンクリート平板） 
図 3.3.5 粘度の測定結果 
表 3.3.3 TI 値の測定結果 
2rpmでの測定結果 
20rpmでの測定結果 
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始直後より同心円的にゆっくり広がってゆき，約 10 秒で広がりが完了した．エポキシ樹脂系の場合



















 中粘度形 PCM 系，高粘度形 PCM 系およびエポ
キシ樹脂系ひび割れ注入材の曲げおよび圧縮強さ






約 70 N/mm2の性能を示した． 
4）引張接着強さ 
 中粘度形 PCM 系，高粘度形 PCM 系およびエポ
キシ樹脂系ひび割れ注入材の引張接着強さ試験結
果を図 3.3.9～11に示す． 





























0   5   10   15   20   25   30 0   5   10   15   20   25   30 0   5   10   15   20   25   30 
（中粘度形 PCM 系）     （高粘度形 PCM 系）       （エポキシ樹脂系） 
図 3.3.7 注入性試験結果（コンクリート平板/コンンクリート平板） 
































































































図 3.3.10 高粘度形 PCM 系の引張接着強さ試験結果 
（mm） （mm） 




































































































































中粘度形 PCM 系 
図 3.3.12 注入幅と引張接着強さの関係 
高粘度形 PCM 系 
エポキシ樹脂系 
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5）曲げ接着強さ 

















































































図 3.3.14 高粘度形 PCM 系の曲げ接着強さ試験結果 























図 3.3.15 エポキシ樹脂系の曲げ接着強さ試験結果 
エポキシ樹脂系 







PCM 系（柔軟形 PCM 系と略記）ひび割れ注入材の製造が可能となる． 

























 ひび割れ注入材の粘度を，JIS K 6833（接着剤の一般試験方法）に定められる BM 型粘度計（4 号
ローター，30rpm）を用いて，温度 5℃，20℃および 35℃で，混練直後，30 分後，60 分後，90 分
後および 120 分後に測定し，粘度の経時変化から可使時間を調べた． 
 
種類 外観 固形分 比重 pH 粘度 




ディスパージョン 水 P/C W/C 
1 0.44 0.40 0.30 0.78 
表 3.4.1 柔軟形ポリマーディスパージョンの性質 
表 3.4.2 柔軟形 PCM 系ひび割れ注入材の配合 
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3）曲げ接着強さ 
 JIS R 5201（セメントの物理試験方法）に準じて作製した 4×4×16cm のモルタル供試体を材齢
28 日で半分に切断し，乾燥下地を模擬したものとしてはそのままで，湿潤下地を模擬したものとし
ては，その後 24 時間水中に浸せきして表面の水分を布等でふき取った状態で使用した．図 3.2.5 に
示すように，注入材の厚みが 1.0mm になるようにスペーサーで調整し，注入材が流出しないように















JIS K 5400-1990（塗料一般試験方法）の 8.21 耐アルカリ性および 8.22 耐酸性に定められる試験
方法にしたがって，供試体を作製し，所定の促進養生を行い，塗膜の膨れ，割れ，はがれ，穴，軟化，
色・艶の変化および浸せき溶液の着色や濁りの有無を調べた． 
①耐アルカリ性……飽和水酸化カルシウム水溶液に，20℃で 30 日間浸せき 
②耐酸性……………5％希硫酸に，20℃で 72 時間浸せき 
6）耐熱性 
JIS K 5400-1990（塗料一般試験方法）の 8.13 塗膜の加熱安定性および 8.20 耐沸騰水性に定めら
れる試験方法に従って，供試体を作製し所定の促進養生を行い，塗膜のしわ，膨れ，はがれ，割れ等
の変状を調べた． 
①塗膜加熱試験……温度 90℃の恒温槽内で 24 時間静置 
②耐沸騰水性………沸騰水中に 5 時間浸せき 
7）耐候性 





図 3.4.1 引張伸び率試験片の形状と寸法 
A：全長        115    F：大半径           25±2 
B：両端の幅     25±1   G：標線間距離       25±1 
C：平行部分の長さ  33±2   H：つかみ具間距離   80±5 
D：平行部分の幅    6±0.4  I：厚さ              1～3 
E：小半径      14±1 
                                                      単位(mm) 
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伸び率，曲げ接着強さおよび透水量の 3 項目の物性の変化を調べた．曲げ接着強さは 3.3節の 4）曲
げ接着強さに，引張伸び率は 5）ひび割れ追従性の試験方法にしたがって測定した．透水量は JIS A 
6910（複層仕上塗材）の 5.10 透水性試験方法にしたがって測定した． 
①サンシャインウェザーメーター：照射 1000 時間 








































水 セメント 細骨材 粗骨材 
50 17.5 1.6 180 360 760 1040 




















表 3.4.3 注入性試験体に用いたコンクリートの配合 

















































































1 2 3 平均 
乾燥供試体 2.06 2.18 2.27 2.17 
湿潤供試体 2.91 2.71 2.78 2.80 
図 3.4.4 温度と粘度の関係 
表 3.4.4 曲げ接着強さ試験結果 

















 柔軟形 PCM 系ひび割れ注入材の引張伸び率 
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伸び率は，初期値 330％に対して SW1000 時間後で 280％に低下，塩乾 80 サイクル後で 300％に低
下していたが，逆に曲げ接着強さは，初期値 2.2N/mm2に対して SW1000 時間後で 2.5 N/mm2に増
加する傾向を，塩乾 80 サイクル後で約 2.6N/mm2 に増加する傾向を示した．また透水量は初期値














 注入後 3 日で供試体を割裂して，柔軟形 PCM 系ひび割れ注入材の充填状況を調べた．0.05～0.6mm
































































































写真 3.4.1 柔軟形 PCM 系ひび割れ注入材の注入性試験結果 
ひび割れ幅 0.10mm 
ひび割れ幅 0.60mm ひび割れ幅 0.20mm ひび割れ幅 0.30mm 
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す位置で測定した．ひび割れ幅と注入材の広がりの関係を図


























































図 3.4.7 注入材の広がりと注入 
深さの測定位置 
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3.5 本章のまとめ 




系ひび割れ注入材の開発を開発した．3.3 節では高粘度形の超微粒子 PCM 系およびエポキシ樹脂系
ひび割れ注入材との性能比較試験を行った．さらに SBR 系ポリマーディスパージョンを柔軟形の
PAE 系ポリマーディスパージョンに替えることによって，ひび割れ幅の変動に追従できる柔軟形の超
微粒子 PCM 系ひび割れ注入材を開発した．3.4 節では，その基礎物性を調べ，ひび割れ幅ごとの適
正な注入間隔について検討した． 
3.2 節で得られた，中粘度形超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の基礎物性に関して得られた知見を
以下にまとめる．  
1) 中粘度形超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の硬化収縮率は，W/C=0.50～0.60 の範囲で 0.22～
0.24％で，試験環境の湿度の影響が大きく，湿度が低くなるほど硬化収縮は大きくなった．乾燥
収縮率は，材齢 28 日で W/C＝0.50～0.60 の範囲で 0.23～0.26％で，コンクリートやモルタルに
比べると大きな値を示した． 
2) 曲げおよび圧縮強さはいずれも材齢とともに増加し，W/C の増加にともなって，ほぼ直線的に低
下する傾向があり，W/C=0.55 で材齢 28 日の曲げ強さは 6.2N/mm2，圧縮強さは 39N/mm2であ
った． 
3) 接着強さは，W/C＝0.50～0.60 の範囲，材齢 28 日で 5～6 N/mm2，W/C が増すにつれて低下する
傾向があり，W/C＝0.65 では W/C＝0.6 とほぼ同等であった．接着層の厚さが 0.5～3mm の範囲
では接着強さはほとんど変わらず，むしろ接着強さはモルタル供試体の含水状態によって大きく
異なり，モルタル供試体にある程度の水分が含まれている時に最も高い接着強さを発現する 
4) W/C＝0.55 では，ひび割れ幅 0.05～0.3mm に対して約 30cm 深さまで，W/C＝0.45 では，ひび割
れ幅 0.05～0.2mm に対して約 16cm 深さまで注入されていた． 
 
3.3 節で得られた，中粘度形および高粘度形超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材ならびにエポキシ樹
脂系ひび割れ注入材の性能比較試験結果で得られた知見を以下にまとめる．  
1) 中粘度形 PCM 系の粘度は 7Pa･s で，高粘度形 PCM 系の粘度はその約 5 倍，エポキシ樹脂系は
その約 8 倍で，高粘度形 PCM 系はエポキシ樹脂系に近い粘度であったが，TI 値はいずれも 5～6
で，同等であった．300×300×0.5mm の間隙への充てん試験では，中粘度形 PCM 系は約 2 秒で，
高粘度形 PCM 系はエポキシ樹脂系とよく似た広がりパターンを示し，注入開始直後より同心円
的にゆっくり広がってゆき約 10 秒で，エポキシ樹脂系の場合は，さらにゆっくり広がってゆき，
約 30 秒で広がりを完了した． 
2) 中粘度形および高粘度形 PCM 系の曲げおよび圧縮強さはほとんど同等で，それぞれ 3～5 および
30～40N/mm2で，エポキシ樹脂系の圧縮強さは約 60N/mm2，曲げ強さは約 70 N/mm2であった． 
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4) 中粘度形 PCM 系の曲げ張接着強さは 2～8N/mm2で，ひび割れ幅と材齢の影響を受け，ひび割れ
幅が大きくなるほど，また材齢が経つほど曲げ接着強さも増加した．高粘度形 PCM 系の曲げ接
着強さは 2～5N/mm2で，ひび割れ幅の影響が中粘度形 PCM 系と逆で，ひび割れ幅が大きいほど
低下し，また材齢の影響は 3，7，28 日でほとんど変わらず，全体的に湿空養生の方が高かった．




3.4 節で得られた，柔軟形超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材の基礎物性試験結果およびひび割れ幅
ごとの適正な注入間隔の検討結果で得られた知見を以下にまとめる．  
1) 柔軟形 PCM 系の粘度は，気温 20℃および 35℃で約 7000mPa･s とほぼ同等であるのに対して，
気温 5℃では 8400mPa･s と若干高い粘度を示した．可使時間は，5℃，20℃および 35℃のいずれ
の気温でも 120 分以上であった． 
2）柔軟形 PCM 系の曲げ接着強さは，乾燥供試体で 2.1～2.3N/mm2，湿潤供試体で 2.7～2.9N/mm2
と，湿潤供試体の方が乾燥供試体の約 1.3 倍の性能を示した．柔軟形 PCM 系の引張伸び率は，気
温 5～35℃で 200％以上の性能で 20℃で最大 380％の性能を示した． 
4）耐アルカリ，耐酸性および耐熱性について所定の試験で異状がなかった．サンシャインウェザー
メーター（SW）1000 時間後および塩水噴霧と熱風乾燥の繰り返し（塩乾）80 サイクル後の柔軟
形 PCM 系の伸び率は，初期値 330％に対して SW1000 時間後で 280％に低下，塩乾 80 サイクル
後で 300％に低下していた．曲げ接着強さは，初期値 2.2N/mm2に対して SW1000 時間後で 2.5 
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された PCM 系断面修復材が増えてきている． 粉末ポリマーには，酢酸ビニル・ビニルバーサテー
ト（VA/VeoVa）系，エチレン・酢酸ビニル（EVA）系，ポリアクリル酸エステル（PAE）系および





























強さは相当に増大すること 図 4.2.2 粉末ポリマーを用いた PCM の P/C と引張接着強さの関係５） 


























図 4.2.1 粉末ポリマーを用いた PCM の P/C と曲げ強さの関係５） 
VA/VeoVa-1,-2,-3 およびEVA-1,-2 は製造メーカーが異なり， 
ポリマーの分子量や混入される界面活性剤の種類が異なる． 
VA/VeoVa-2 VA/VeoVa-3              SBR          PAE        EVA-2 
VA/VeoVa-1                          EVA-1 







































図 4.2.5 粉末ポリマーを用いた PCM の P/C と中性化深さの関係６） 
















VA/VeoVa-2         EVA-1  
VA/VeoVa-1       VA/VeoVa-3 
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P/C＝20％の粉末ポリマーを用いた PCM の中性化深さは普通セメントモルタルの 1/3～2/3 となり，
粉末ポリマーの効果はポリマーディスパージョンに比べてほとんど変わらないことが報告６）されて
いる． 
 粉末ポリマーを用いた PCM の乾燥収縮はポリマーディスパージョンを用いた PCM のそれよりも
相当に大きく，同じワーカビリティにするのに要す水量が多くなることが原因と考えられる２）．粉末
消泡剤と収縮低減剤を用いた粉末ポリマー系 PCM の材齢 28 日における乾燥収縮（温度 20℃，湿度



































図 4.2.6 粉末消泡剤および乾燥収縮低減剤を用いた 
 粉末ポリマー添加 PCM の P/C と乾燥収縮（28d）の関係７） 
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る影響を調べる．さらに PCM の配合として，普通セメントと超速硬セメントの２種類のセメントを








EVA 系，SBR 系および製造メーカーの異なる３種類の PAE 系の合計６種類のものを使用した．PCM
の施工厚さは，2，5 および 10mm とし，養生条件の影響を調べるために，温度として 5℃，20℃お
よび 35℃の 3 条件下で，相対湿度の影響を調べるのに，主として温度 20℃の環境下で 50，60，85























Va/VeoVa 系（A），EVA 系（B） 




温度 5℃ 20℃ 35℃ 
湿度 90%RH 50，60，85，100%RH 25，100%RH 
下地板の種類 セメント 珪砂 水 気泡剤 
標準板 1 2 0.5 0 
軽量板 1 2 0.5 0.025 
表 4.3.1 実験要因と水準 
表 4.3.2 下地板用モルタルの配合 
 










が薄茶色であった．PAE 系のものは粒子径がやや小さく，F が最小で 40μm であった．また 10％水
















表4.3.6にポリマー無混入モルタルおよび PCM の配合，フローおよび単位容積質量を示す．いず 
れも S/C は 3 とし，ISO の標準砂を用いた．モルタルのフレッシュ時の性状を合わせるために減水剤
および消泡剤を併用して，フローを 210±10mm，単位容積質量を 2.10±0.10g/cm3に調整した． 
 
5）付着強度の測定 
付着強度の測定は，材令 7 日および 28 日で行い，建研式簡易引張試験方法に準拠して，40×40 
mm で下地板に達するまでダイヤモンドカッターで切り込み，鋼製アタッチメントをエポキシ樹脂系
接着剤で取り付け，油圧式引張試験機を用いて行った． 
下地板の種類 単位容積質量 (g/cm3) 吸水率 (%) 表面含水率 (%) 
標準板 2.13 1.1 10.0～10.5 









A VA/VeoVa系 白色粉末 70 4.8 
B EVA系 白色粉末 70 5 
C SBR系 薄茶色粉末 70 9.1 
D PAE系 白色粉末 50 2.9 
E PAE系 白色粉末 60 6.2 
F PAE系 白色粉末 40 8.7 
セメントの種類 
化学成分（％） ブレーン比表面積 
(cm2/g) SiO2 Al2O3 CaO Fe2O3 SO3 MgO 
普通セメント 22.2 5.1 65.1 3.2 1.6 1.4 3390 
超速硬セメント 13.1 18 53.9 1.9 8.8 1.2 5840 
表 4.3.5 セメントの化学成分とブレーン比表面積 
*10%水溶液 
表 4.3.4  粉末ポリマーの性質 
表 4.3.3 モルタル下地板の性質 
 













無混入 0.50 0 0 213 2.19 
A 5% 0.48 0.001 0 216 2.01 
A 10% 0.50 0.001 0.006 205 2.12 
B 5% 0.50 0.0004 0.002 220 2.15 
B 10% 0.50 0.001 0.002 212 2.17 
C 5% 0.43 0.001 0 203 2.20 
C 10% 0.43 0.001 0 208 2.20 
D 5% 0.50 0.001 0.006 205 2.13 
D 10% 0.50 0.001 0.002 203 2.06 
E 5% 0.46 0.01 0 211  1.90＊ 
E 10% 0.46 0.01 0 207  1.91＊ 
F 5% 0.47 0.001 0 200 2.06 
F 10% 0.47 0.001 0 215 2.06 
超速硬 
セメント 
無混入 0.44 0 0 212 2.12 
A 5% 0.44 0.0004 0.006 206 2.04 
A 10% 0.44 0.001 0.01 193＊ 2.08 
B 5% 0.44 0.0004 0.002 204 2.09 
B 10% 0.44 0.001 0.01 197＊ 2.08 
C 5% 0.44 0.001 0.006 217 2.19 
C 10% 0.44 0.001 0.006 210 2.17 
D 5% 0.42 0.001 0 208 2.15 
D 10% 0.44 0.001 0.002 213 2.07 
E 5% 0.39 0.001 0 218 2.13 
E 10% 0.36 0.001 0 208 2.10 
F 5% 0.42 0.001 0 217 2.17 
F 10% 0.42 0.001 0 218 2.14 
＊消泡剤で調節不可であった   
表 4.3.6 ポリマー無混入モルタルおよび PCM の配合 
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4.3.3 試験結果および考察 
1）下地板の吸水率の影響 
  PCM の付着強さの規格値として JIS A 6916 および NSKS-002 で 1.0N/mm2以上，NEXCO3 社お
よび首都高速道路公団(株)などの断面修復材の規格値で 1.5N/mm2以上があり，一般的にはこれらが
付着強度の目標値となる．吸水率の異なる下地板に施工したポリマー無混入モルタルの付着強さ試験



















に示すように 5mm および 10mm の場合と比較して低下していたが，超速硬セメントを用いた場合は
施工厚 2mm でも 1.5N/mm2以上の高い付着強度が得られた． 
ポリマー無混入モルタルおよび PCM の軽量板への付着強度試験結果を図 4.3.2に示す．普通セメ
ントを用いた場合の付着強度は，ポリマーを混入しても，モルタルの施工厚に影響され，施工厚が薄
くなるほど付着強度が低くなる傾向が認められたが，超速硬セメントを用いた場合には，VA/VeoVa
































（普通セメント）     （超速硬セメント） 















































































































































    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
普通セメント 普通セメント 
超速硬セメント 超速硬セメント 7day 28day 
7day 28day 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
図 4.3.3 ポリマー無混入モルタルの養生温度と付着強度の関係（標準板：90～100%RH） 
Plain VA/VeoVa VA/VeoVa EVA   EVA    SBR   SBR   PAE-1 PAE-1 PAE-2 PAE-2  PAE-3  PAE-3 
          5%       10%    5%    10%     5%     10%    5%     10%    5%     10%     5%      10% 
Plain VA/VeoVa VA/VeoVa EVA   EVA    SBR   SBR   PAE-1 PAE-1 PAE-2 PAE-2  PAE-3  PAE-3 
          5%       10%    5%    10%     5%     10%    5%     10%    5%     10%     5%      10% 




















































































































善効果に差が認められ，普通セメントとの組合せの場合，Va･Veova 系の A，EVA 系の B，SBR 系
の C および PAE 系の F では，ほぼ同等の改善効果がみられ，2N/mm2以上の高い付着強度を示した．
一方，同じ PAE 系でも，D で 0.5N/mm2前後，E で 1N/mm2前後と改善効果が低かった． 
図 4.3.4 ポリマー無混入モルタルの養生湿度と付着強度の関係（標準板：20℃） 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
    ○     10mm 
    ■      5mm 
    ▲      2mm 
    ○     10mm 
    ■      5mm 



















































































D および E のいずれも改善効果が
高く，D で他の粉末ポリマー，Va･
Veova 系の A，EVA 系の B，SBR
系の C と同等の 3N/mm2前後の付


















Veova 系の A，EVA 系の B，SBR





ーでも，D で 0.5N/mm2 前後，お





D および E のいずれも改善効果が
高く，他の粉末ポリマー，Va･
Veova 系の A，EVA 系の B，SBR 








l i  VA/VeoVa   EVA      SBR    PAE-1    PAE-2    PAE-3 
Plain VA/VeoVa   EVA      SBR    PAE-1    PAE-2    PAE-3 
Plain VA/VeoVa   EVA      SBR    PAE-1    PAE-2    PAE-3 
lai   VA/VeoVa  EVA     SBR      PAE-1    PAE-2    PAE-3 
PCM の P/C=10% 
PCM の P/C=10% 
PCM の P/C=10% 
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系の C と同等の 3N/mm2前後の付着強度を示した．PAE 系の F は，それ以上の改善効果を示し，約




 写真 4.3.1は材齢 28 日におけるポリマー無混入モルタルおよび PCM（A10%）の電子顕微鏡観察
結果を示す．温度 35℃，湿度 25%RH で養生されたポリマー無混入モルタルは温度 20℃，湿度



















ポリマー無混入モルタル        ポリマー無混入モルタル                PCM（A10%） 
35℃ 25%RH                20℃ 100％RH                 20℃ 60%RH 
写真 4.3.1 各種養生条件下におけるポリマー無混入モルタルおよび PCM の電子顕微鏡観察結
果 























  4.3節で得られた知見を以下にまとめる． 
1) 吸水率の大きい下地でも施工前に水打ちを行うことにより，付着強度は相当に改善される可能性









3) 温度 35℃，湿度 25%RH の高温・低湿度の環境下における PCM の付着強度は P/C=10%で，粉末
ポリマーの種類に関わらず樹脂混入による改善効果が認められた．粉末ポリマーの種類およびセ
メントの種類によって改善効果に差が認められた．温度 20℃，湿度 50%RH の常温・低湿度の環









3）D.G.Walters：VAE redispersible-powder hydraulic-cement admixtures, Concrete 
 International, Vol.14, No.4, pp.30-34(1992) 
4）Y.Ohama, K.Demura and W.Kin：Properties of Polymer-modified mortars using 
 redispersible polymer powders, Proceedings of the First East Asia Symposium on 












































表 5.1.1 代表的な柔軟形 PAE系ポリマーディスパージョンの性質 1) 











A ｱｸﾘﾙ 乳白色 50 8.5 1.02 100 0 -20 ｱﾆｵﾝ 
B-1 ｱｸﾘﾙ 乳白色 60 2  500 0 -20 ｶﾁｵﾝ 
B-2 ｱｸﾘﾙ 乳白色 60 2  500 0 -10 ｶﾁｵﾝ 
B-3 ｱｸﾘﾙ 乳白色 60 2  700 0 0 ｶﾁｵﾝ 
C-1 ｱｸﾘﾙ 乳白色 55 7  1000～1500 0  ﾉﾆｵﾝ 
C-2 ｱｸﾘﾙ 乳白色 55 7  1000～1500 0  ﾉﾆｵﾝ 
D-1 ｱｸﾘﾙ 乳白色 50 4.5  1500≧ 0 -5 ｶﾁｵﾝ 
D-2 ｱｸﾘﾙ 乳白色 50 4.5  500≧ 0 -20 ｶﾁｵﾝ 
E ｽﾁﾚﾝ･ｱｸﾘﾙ 乳白色 60 6.5  2500 0 -30 ｶﾁｵﾝ 















St / EHA 
MMA / EHA 
MMA / BA 
MMA / EA 
図 5.1.1 軟質成分モノマーの共重合率と 
ガラス転移温度 Tg の関係 2) 




































メチルメタクリレート（MMA） 9000 4 
エチルメタクリレート（EMA） 5000 7 
ブチルメタクリレート（BMA） 1000 230 
ポリアクリレート 
メチルアクリレート（MA） 1000 750 
エチルアクリレート（EA） 33 1800 
ブチルアクリレート（BA） 3 2000 
 Ｈ Ｈ        Ｈ ＣＨ3 
Ｃ Ｃ        Ｃ Ｃ 
  Ｈ Ｃ Ｏ      Ｈ Ｃ Ｏ 
   Ｏ          Ｏ 
   ＣＨ2             ＣＨ3 
  ＣＨ2 
  ＣＨ2 
  ＣＨ3 
ブチルアクリレート メチルメタクリレート 
（BA：軟質成分） （MMA：硬質成分） 
図 5.1.2 アクリルモノマーの分子構造 
 
表 5.1.2 ポリメタクリレートとポリアクリレートの性質 3) 
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5.2 柔軟形ポリマーセメント系表面被覆材の基礎物性 
5.2.1 試験目的 






 普通，早強ポルトランドセメント（以下普通，早強セメントと略記）および超速硬セメントの 3 種
類のセメントについて予備試験を，後述する 2）測定方法の①伸び率および引張強度と同じ要領で行
い，伸び率を測定した結果，超速硬セメントでは全く伸び率が得られず，また早強セメントでは普通
セメントより伸び率が低かったので，セメントとしては JIS R 5210 に規定される普通セメントを用
いた．細骨材としては主として珪砂 7 号を用い，細骨材の粒度の影響を調べる実験には比較として珪
砂 6 号および 8 号を使用した．使用した珪砂の性質を表 5.2.1に示す．また本実験で使用した 3 種類
の柔軟形 PAE 系ポリマーディスパージョンの性質を表 5.2.2に示す． 
 








表 5.2.2 柔軟形 PAE 系ポリマーディスパージョンの性質 
 
 












（％） 0.5mm 0.3mm 0.15mm 
６号 100 53 7 1.44 0.67 2.59 0.001> 
７号  100 52 0.48 0.67 2.59 0.001> 














A ｱｸﾘﾙ 乳白色 50 8.5 1.02 100 0 -20 ｱﾆｵﾝ 
C-1 ｽﾁﾚﾝ･ｱｸﾘﾙ 乳白色 55 7.1 1.03 1200 0 ― ﾉﾆｵﾝ 
F ｽﾁﾚﾝ･ｱｸﾘﾙ 乳白色 57 7.7 1.05 1000 0 ― ｱﾆｵﾝ 




JIS R 5201（セメントの物理試験方法）に準拠して作製し，28 日間以上温度 20℃，相対湿度 60％











 モルタル板を下地とし柔軟形 PCM を塗布後， 
28 日間標準養生した．透水量の測定は JIS A  




















（2.1kg/m2，ハケ 2 回塗り） 28 日間 
透湿性 
遊離塗膜 
（乾燥時の膜厚 1.2mm） 28 日間 
塩化物イオン透過性 
遊離塗膜 
（乾燥時の膜厚 1.2mm） 28 日間 
中性化阻止性 
モルタル基板 
（2.1kg/m2，ハケ 2 回塗り） 1 日間 
図 5.2.1 伸び率および引張強度試験の 
試験体（ダンベル 1号形） 
表 5.2.3 試験体の形状と養生条件 
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③透湿性 
 28 日間標準養生した柔軟形 PCM の遊離塗膜を供試体とし，JSCE-K 522 のアルミカップ法に従っ
て図 5.2.3 に示すように，吸湿剤を封入して，温度 40℃，湿度 90%RH の雰囲気下で外部からアル
ミカップ内に入る透湿度を測定した． 
④塩化物イオン透過性 




 温度 20℃，湿度 85%RH の条件下で，4×4×16cm モルタル供試体（JIS 配合，28 日間標準養生）
の全面（６面）に柔軟形 PCM を被覆し，温度 20℃，湿度 65％RH の気中で 1 日間養生し，その後，
















 図 5.2.5 および図 5.2.6 に示すように柔軟形 PCM の伸び率は P/C の増加に伴って大きくなるが，
引張強度は一定の P/C までは増加し，それ以上では逆に低下する傾向がみられた．最大の引張強度を
示す P/C は柔軟形ポリマーの種類によって異なった．図 5.2.7に示すように柔軟形 PCM は，20℃の
常温付近で最も高い伸び率を示し，それより温度が高くなっても，低くなっても伸び率は低下した．

















































































































































図 5.2.5 P/C と伸び率の関係 図 5.2.6 P/C と引張強度の関係 
図 5.2.7 温度と伸び率の関係 図 5.2.8 温度と引張強度の関係 


























の比重が 3.1 前後，細骨材の比重が 2.6～





























６号 1.44 83 0.79 
７号 0.48 75 1.10 





























































表 5.2.4 粉体中の骨材の粒度と 
伸び率および引張強度の関係 
図 5.2.11 P/C と透水性の関係 










ン透過性の関係を図 5.2.11，図 5.2.12 お
 





















柔軟形 PCM は P/C の調整で，透湿性を任意に制御できることが分かったので，本実験では，透湿
性の異なる 5 種類の柔軟形 PCM を試作し，透湿性の違いが ASR 膨張抑制にどのように影響を与え
るかを調べた．試作した柔軟形 PCM の基礎物性として，防水性，透湿性，ひび割れ追従性および付
着強度を確認した．次に ASR 反応性骨材を用いて作製したコンクリート供試体に，その 5 種類の柔




 使用したポリマーディスパージョンは，柔軟形の PAE 系で，その性質を表 5.3.1 に示す．セメン
トとして JIS R 5210 に規定される普通セメントを，細骨材として珪砂 7 号を用いた．また本実験に
用いた柔軟形 PCM はある程度のひび割れ追従性があって，透水性および透湿性が段階的に変化して














PAE 系 乳白色 50.0 1.02 100 -25 0 














































供試体に用いたコンクリートの配合を表 5.3.4 に示す．ASR 反応性骨材として表 5.3.5 に示す安
山岩を使用し，アルカリはコンクリートのフレッシュ時の性状や硬化後の強度への悪影響を避けるた
めに，水酸化ナトリウム，塩化ナトリウムおよび亜硝酸ナトリウムを等量で混合し，添加量は ASR
膨張を促進させるための予備実験により決定した R2O 換算で，8kg/m3（セメント中の 0.62％を含む）
とした． 
供試体寸法は 7.5×7.5×40cm とし，温度 20℃，相対湿度.60%RH で打設し，24 時間後に脱型し
て温度 40℃，相対湿度 100%RH でコンクリート供試体の膨張率が 0.05％となるまで促進養生を行っ
た．その後，供試体の表面水分率が 6～8％になるまで乾燥させ，柔軟形 PCM の塗布を行った．使用
No 
配合比 配合量（g） 
P/C W/C ｾﾒﾝﾄ 細骨材 
ﾎﾟﾘﾏｰ  
ﾃﾞ ｨｽﾊﾟ ｼｰﾞ ｮﾝ 
水 
1 0.50 0.68 500 500 500 90 
2 0.525 0.67 500 500 525 70 
3 0.55 0.64 500 500 550 45 
4 0.65 0.68 500 500 650 15 
5 0.75 0.75 500 500 750 0 
試験項目 試験体の形状 養生 準拠した試験規格等 
透水性 
モルタル基板 




JIS A 6909 
透湿性 
モルタル基板 




（乾燥時の膜厚 1.2mm） JIS K 6251 
付着強さ 
コンクリート基板 
（2.1kg/m2，ハケ 2 回塗り） 建研式引張試験機 
表 5.3.3 基礎物性試験の概要 
表 5.3.2 柔軟形 PCMの配合 

































(g/m3) 水 セメント 細骨材 
粗骨材 
反応性 非反応性 










P/C と透水性の関係を図 5.3.1に，P/C と透湿性の関係を図 5.3.2に示す．透水性と透湿性はいず
れも P/C の増加とともに小さくなり，透水性は P/C が 0.65 以上で落ち着いたのに対して，透湿性は
0.55 以上で落ち着く傾向を示し，若干閾値が異なった． 
 P/C と伸び率の関係を図 5.3.3 に，P/C と付着強さの関係を図 5.3.4 に示す．伸び率は，5.2 の実
験結果と同様で P/C の増加とともに大きくなる傾向を示した．柔軟形 PCM の付着強さは試験時の塗
膜の破断位置が塗膜部材であるので，「付着強さ＝塗膜の引張強さ」とみなせる．したがって本実験














Sc（mol/ℓ） Rc（mol/ℓ） 3 ヶ月 6 ヶ月 
650 219.5 0.220 0.261 
表 5.3.5 反応性粗骨材の化学法およびモルタルバー法の試験結果 
表 5.3.4 コンクリートの配合 


























































 P/C が異なる，すなわち透湿性の異なる 5 種類の柔軟形 PCM を塗布した ASR 反応性コンクリー
ト供試体の屋外暴露による ASR 膨張挙動を測定した結果を図 5.3.5 に示す．比較として，無処理お
よびエポキシ樹脂系塗料を塗布したものも測定した．材齢 308 日（44 週）まで測定を行っており，
材齢 84 日（12 週）で段階的に ASR 膨張量が増えているのは，春から夏にかけての季節変動の影響
と考えられる．無処理の供試体は約 0.1％（1000μ）の膨張量を示した． 
エポキシ樹脂塗料を塗布した供試体は，初期には ASR 膨張抑制効果がみられたが，140 日（20 週）
あたりから徐々に膨張が現れ，最終的には無処理とほぼ同じ ASR 膨張量を示した．これはエポキシ
樹脂系塗料の塗布時に既に内在する水分によって ASR 膨張が進行し，膨張量が 400～500μをこすと















































図 5.3.4 P/C と付着強さの関係 
図 5.3.5 P/C（透湿性）の異なる柔軟形 PCM で表面被覆した 
     ASR 反応性コンクリート供試体の屋外暴露試験結果 





る．一方，柔軟形 PCM を塗布したものは 0.01～


















1) 柔軟形 PCM の伸び率は P/C の増加に伴って大きくなるが，引張強度は一定の P/C までは増加し，




3) P/C の増加に伴って透水性，透湿性および塩化物イオン透過性のいずれも低下し，P/C が 30％を
越えるとほぼ一定の値に収束した．中性化速度係数は無処理に対して，P/C=50％の柔軟形 PCM
被覆で約 1/20 に低減されていた． 
5.3 節では，P/C を 0.50～0.75 の間で任意に制御して，透湿性の異なる 5 種類の柔軟形 PCM を試
作し，その基礎物性として，防水性，透湿性，ひび割れ追従性および付着強度を確認し，次に ASR
反応性コンクリート供試体に，その 5 種類の柔軟形 PCM 系表面被覆材を塗布して，大阪市内の屋外
環境下に暴露し，ASR 膨張挙動を測定して透湿性の違いが ASR 膨張抑制に与える影響を調べて以下
の結果が得られた． 
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1) 透水性と透湿性はいずれも P/C の増加に伴って低下し，その閾値は透水性が P/C=0.65 以上で落ち
着いたのに対して，透湿性は 0.55 以上で落ち着く傾向を示した．これらの試験結果は 5.2節の試




2) ASR 反応性コンクリート供試体の無処理が 0.1％（1000μ）以上の膨張量を示したのに対して柔軟
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がある 1)．最も歴史が古いのはシリコネート系で，1965 年に，次いでシリコーン樹脂系が 1966 年に










































図 6.1.1 シリコーン系浸透形防水材の分類 1) 
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図 6.1.2 シリコーン系浸透形防水材の構造式 
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図 6.1.3 アルキルアルコキシシランのコンクリート細孔表面での反応メカニズム 
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 図 6.1.6にシラン系含浸材とアクリル樹脂系浸透材で処理したコンクリート供試体の表層 5mm の
範囲から採取したモルタル部分の細孔径分布測定結果を示す 9)．破線で示した無処理供試体の全細孔







めると，σ=72.75(dyne/cm)，θ=120(°)，r=0.000015(cm)， ρ=1(g/cm3)，g=980(cm/s2) を式（ 1）  
       h= 2σ cosθ / rρg …………………………………………（ 1）  
ここに h：毛細管下降の高さ（cm） 
            σ：水の表面張力（dyne/cm） 
            θ：接触角（°） 
        r： 毛細管の半径（cm） 
            ρ：水の密度（g/cm3） 
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図 6.1.4 シランの弱い水素結合と隣り合ったアルコキシル基 
が脱水縮合していない場合の模式図 




































































図 6.1.6 シランおよびアクリル樹脂の含浸コンクリート層の細孔径分布 9) 
  シラン系含浸材 
  (全細孔容積：0.0784cc/g) 
  無処理 
  (全細孔容積：0.0818cc/g) 
  アクリル樹脂系含浸材 
  (全細孔容積：0.0469cc/g) 
  無処理 






























































































を表 6.2.1に示す．比重はボーメ比重計を，粘度は BL 型粘度計を用いて，温度 20℃の室内で測定し










および S/C=4，W/C=0.90 の 2 種類とした．透水性，透湿性，塩化物イオン透過性，塩水浸せきおよ
び耐候性試験に用いたモルタルの配合は普通セメントと標準砂を用いて，S/C=2，W/C=0.65 とした．
モルタル供試体の大きさは，塩水浸せき試験のみ 40×40×80mm とし，その他の試験では，150×
150×10mm とした．モルタルは打設後翌日に脱型し，温度 20℃の水中に 6 日間，温度 20℃，相対





















主成分 ﾓﾉﾏｰ ﾓﾉﾏｰ ﾓﾉﾏｰ ｵﾘｺﾞﾏｰ ｵﾘｺﾞﾏｰ ｵﾘｺﾞﾏｰ ﾓﾉﾏｰ ﾓﾉﾏｰ ﾓﾉﾏｰ ﾓﾉﾏｰ 
比重 0.83 0.88 0.84 0.78 0.79 0.84 0.91 0.84 0.86 0.97 









ｽﾋﾟﾘｯﾂ ｱﾙｺｰﾙ ｱﾙｺｰﾙ ﾄﾙｴﾝ 
不揮発分(%) 0.5 2.8 2.9 3.1 3.5 5.2 6.6 6.8 16.8 18.1 
記号 
項目 
表 6.2.1 試験に用いたシラン系含浸材の性質 


























































湿度 85%RH の気中で 21 日間養生した．モルタル供試体の表面水分が水分計で 8％以下であること
を確認して，シラン系含浸材を 300g/m2の割合で塗布し，温度 20℃，相対湿度 60%RH の気中で 7
日間乾燥させた． 
3）測定方法 
 含浸性はモルタル供試体を割裂後，断面に散水して，撥水性を示す部分の深さを 150mm 方向の端
から，35，75 および 115mm の位置で測定し，平均値を含浸深さとした．透水性は前述の 5.2.2の 2）
の②透水性に，透湿性は 5.2.2 の 2）の③透湿性に，塩化物イオン透過性は 5.2.2 の 2）の④塩化物
イオン透過性と同じ試験装置を用いて測定した．塩水浸せきは飽和塩化ナトリウム水溶液に 4 週間お
よび 16 週間浸せきしたモルタル供試体を 40×80mm の断面で切断し，0.1%フルオレセインナトリ
ウム溶液および 0.1N 硝酸銀溶液を噴霧して茶褐色に呈色した面をトレースして，断面積に対する百































図 6.2.1 不揮発分と含浸性の関係 
大きい記号 
(モルタル供試体のS/C=3) 











































































































































































図 6.2.5 不揮発分と塩水浸透面積率の関係 
(モルタル供試体のS/C=4) 
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6.3 無機系複合表面処理工法の基礎物性および ASR 抑制効果に関する検討 
 
6.3.1 試験目的 
 シラン系含浸材の ASR 抑制効果の可能性については，既に 1983 年にデンマークで開催された第６
回アルカリ骨材反応に関する国際会議で報告されている．図 6.3.1はアルカリ骨材反応でひび割れが
生じているコンクリート壁構造物 2 体に対して 1 体にはシラン系含浸材を，他の 1 体には 2 年後にシ
ロキサン系含浸材を塗布して，含水率の経時変化を測定した結果を示す 12)．シラン系含浸材で処理さ
れた壁体は約 2 年間で含水率が 6％から 4％に低下したが，無処理の壁体はほとんど変化が見られな




















作製は，5.2.5の 1）と同様に行った．透水性は 5.2.2 の 2）の②透水性に，透湿性は 5.2.2の 2）の
③透湿性に，塩化物イオン透過性は 5.2.2 の 2）の④塩化物イオン透過性に，引張伸び率は 5.2.2の
2）の①伸び率および引張強さに従って測定した．零スパン伸びは図 6.3.2 に示す供試体を作製し，
荷重速度 5mm/min で測定した．付着強さは 4.3.2の 5）の付着強さの測定に，耐衝撃性は JISA 6910
に，耐屈曲性，耐沸騰水性，耐酸性および耐アルカリ性は JIS K 5400 に従って測定した． 
2）無機系複合表面処理工法の促進耐候性 
本工法の促進耐候性として JIS B 7753（サンシャインカーボンアーク燈式耐候性試験機：SW と略
記）に規定される装置を用いて促進耐候試験を行い，SW200 時間，SW500 時間および SW1000 時
間後の透水性，透湿性および零スパン伸びを測定した． 




































処理材の ASR 膨張抑制効果  







Na2O 換算で 8kg/m3とした． 












柔軟形 PAE 系 PCM 
S/C=1.5，W/C=0.61，P/C=0.52 
C：白色セメント，S：炭酸カルシウム粉末 








3 ポリウレタン樹脂系塗料 アクリル変性ポリウレタン樹脂 (膜厚 1.0mm) 
4 アクリルゴム系塗料 アクリルゴム系高弾性樹脂 (膜厚 1.0mm) 
5 市販品ポリマーセメントモルタル PAE 系 PCM (膜厚 7.0mm) 
試験項目 試験体 試験方法 
透水性 モルタル板に塗布 〔5.2.2の 2）〕（JIS Z 0208） 
透湿性 モルタル板に塗布 〔5.2.2の 3）〕（JIS A 6910） 
塩化物イオン透過性 塗装膜 〔5.2.2の 4）〕 
引張伸び率 塗装膜 〔5.2.2の 1）〕 
零スパン伸び モルタル板に塗布  
付着強さ モルタル板に塗布 〔4.3.2の 5）〕 
耐衝撃性 モルタル板に塗布 （JIS A 6910） 
耐屈曲性 塗装膜 




図 6.3.2 零スパン伸び試験体 
表 6.3.1 表面被覆材の主成分と膜厚 
















行った．本工法の塗布仕様は，シラン系含浸材 0.2kg/m2，柔軟形 PCM 系表面被覆材 2.3kg/m2で平
均膜厚は 1.2mm であった．エポキシ樹脂系塗料の塗布仕様は，中塗り 0.2kg/m2，上塗り 0.1kg/m2，
で平均膜厚は中塗り 60μm，上塗り 30μm であった．表面処理後 7 日間気中養生した後，温度 38℃
の気中と水中の繰り返し促進養生を開始した．促進材齢 6 週までは高温気中で養生し，その後，わが



















Sc(mol/ℓ) Rc(mol/ℓ) 3 ヶ月 6 ヶ月 











(g/m3) 水 セメント 細骨材 
粗骨材 
反応性 非反応性 
50 44 4.2 176 352 780 487 516 8 15 
試験項目 
試験結果 
（材齢 28 日） 
気中 水中 
透水性（mg/cm2･day） 1.5 1.4 
透湿性（mg/cm2･day） 7 7 
塩化物イオン透過性 
（mg/cm2･day） 0.01 0.01 
引張伸び率（％） 60 55 
零スパン伸び（mm） 5.2 4.6 






表 6.3.4 ASR 反応性コンクリートの配合 














20℃相対湿度 65％RH の恒温室内で 28 日
間養生し，次に温度 20℃の水中に 7 日間
浸せきした後，上記恒温室内で 2 日間乾燥
して表面含水率が約 8％に乾燥した時点
で，以下の 3 通りの表面処理を行った． 
表 6.3.3 粗骨材の反応性試験結果 
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いが，市販品 PCM の約 1/30 と高い防水性で，透湿性は約 7mg/cm2･day とエポキシ樹脂系塗料の約
7 倍であり，外部雰囲気が乾燥条件下にある時にコンクリート内部の余剰水を外部へ逸散できる可能
性がある．透湿性だけを比較すると，市販品 PCM は 24 mg/cm2･day と最も大きいが，市販品 PCM
は透水性も 129 mg/cm2･day と大きく外部からの水を遮断する能力に劣るものと思われる．また本工
法の零スパン伸びは約 5mm とアクリルゴム系塗料の約 13mm に比較すると尐ないが，エポキシ樹脂


















本工法の透水性，透湿性および零スパン伸びに関する促進耐候性試験結果を図 6.3.6，図 6.3.7 お
よび図 6.3.8に示す．SW500時間で，透水性は1.5から 1.2 mg/cm2･dayに，透湿性が7から 5 mg/cm2･
day に，零スパン伸びは 5.2 から 4.5mm に低下したが SW500 時間から SW1000 時間にかけては，
透水性，透湿性および零スパン伸びのいずれの物性もあまり変化なかった． 
 
3）コンクリート供試体による無機系複合表面処理工法の ASR 膨張抑制効果 
 促進試験開始以降の長さ変化率と質量変化率を図 6.3.9 および図 6.3.10 に示す．促進材齢 6 週ま
での測定結果ではⅠ-A（無処理）およびⅠ-B（本工法）の長さ変化率が収縮側にあることから ASR
は進行していないが，Ⅰ-C（エポキシ樹脂系塗料）は膨張側にあることから ASR が進行しているも
のと思われる．また 1 週間に 1 日の割合で水中に浸せきする促進材齢 6 週以降では，水中養生時の吸
図 6.3.3 各種表面被覆材の 
透水性試験結果 
図 6.3.4 各種表面被覆材の 
      透湿性試験結果 
図 6.3.5 各種表面被覆材の零 



























































図 6.3.3 各種表面被覆材の 
透水性試験結果 
図 6.3.4 各種表面被覆材の 
      透湿性試験結果 
図 6.3.  各種表面被覆材の 
      零ｽﾊﾟﾝ伸び試験結果 
               膜厚(mm) 
本工法              1.2 
エポキシ樹脂系塗料        1.0 
ポリウレタン樹脂系塗料       1.0 
アクリルゴム系塗料        1.0 
市販品ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ         7.0 





















































促進材齢 42 週では 1800×10-6まで膨張していた．Ⅰ-B およびⅠ-C の吸水による質量変化率は乾燥
時に比べて 0.05～0.3％の増加と同程度に尐なかったが，Ⅰ-C では長さ変化率が急激に膨張を示すよ




































図 6.3.6 本工法の透水性 
の耐候性試験結果 
図 6.3.7 本工法の透湿性 
の耐候性試験結果 










図 6.3.9 コンクリート供試体 
の長さ変化測定結果 
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ASR 膨張挙動を把握するとともに，種々の促進養生条件下で同様に ASR 膨張挙動を測定して，表面







促進させるための予備実験により決定した R2O 換算で，8kg/m3（セメント中の 0.62％を含む）とし
た．供試体寸法は 7.5×7.5×40cm とし，温度 20℃，相対湿度 60%RH で打設し，24 時間後に脱型
して，温度 20℃，相対湿度 85%RH の気中で 28 日間養生し，その後，温度 40℃，相対湿度 100%RH
の気中でコンクリート供試体の膨張率が膨張ひび割れ発生の目安となる 0.05％以上となるまで促進














(g/m3) 水 セメント 細骨材 
粗骨材 
反応性 非反応性 
54.3 43.9 4±1 190 350 749 494 472 8 10.5 
表 6.4.1 ASR 反応性コンクリートの配合 


















た．促進試験は 40℃の高温で相対湿度を 100，90，85，80 および 75％RH の一定とした 5 種類（Ⅱ
-A～Ⅱ-E），20℃の常温乾燥と 40℃の高温湿潤の繰り返しで，その比率を変えた 3 種類（Ⅲ-A～Ⅲ-C），
40℃での高温乾燥と高温湿潤の繰り返しで，その比率を変えた 2 種類（Ⅳ-A，Ⅳ-B），40℃での高温
乾燥と 20℃の常温湿潤の繰り返しで，その比率を変えた 2 種類（Ⅴ-A，Ⅴ-B）および 40℃での高温
乾燥と 20℃の水中の繰り返しで，その比率を変えた 3 種類（Ⅵ-A～Ⅵ-C）の条件下で行った．乾湿








防水形の表面被覆材では，初期に ASR 膨張抑制効果がみられたが，その後，緩やかに膨張する傾向 
化学法 モルタルバー法 
Sc（mol/ℓ） Rc（mol/ℓ） 3 ヶ月 6 ヶ月 






















表 6.4.2 反応性粗骨材の化学法およびモルタルバー法の試験結果 
表 6.4.3 撥水形および防水形表面被覆材の塗布仕様，透水性および透湿性 















































大阪  ’89.11～  
6～8 
B つくば ’89.11～  
C 大阪  ’90.11～  
9～11 






B R.H. 90%  
C R.H. 85%  
D R.H. 80%  
E R.H. 75%  
Ⅲ 
A 





















表 6.4.4 表面処理されたコンクリート供試体の自然暴露および促進試験条件 
＊高周波容量式コンクリート・モルタル水分計で測定した表面被覆材塗布時の表面水分率 
























































































































図 6.4.1 表面被覆後の長さ変化および質量変化測定結果 























































































































図 6.4.2 表面被覆後の長さ変化および質量変化測定結果 




















0 8 16 24
材齢 (週)




























































図 6.4.3 表面処理後の長さ変化測定結果 




Ⅲ-A Ⅲ-B Ⅲ-C 
図 6.4.4 表面被覆後の長さ変化測定結果 
     （20℃・60%RH ⇔ 40℃・100%RH） 
20℃･60%：40℃･100％ 
6day ： 1day 
5day：2day 4day：3day 
















































































































図 6.4.6 表面被覆後の長さ変化および質量変化測定結果 
      （40℃・60%RH ⇔ 20℃・100%RH） 
図 6.4.5 表面処理後の長さ変化および質量変化測定結果 








5day ： 2day 
4day：3day 
40℃･60%：20℃･100％ 
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化および質量変化の測定結果を図 6.4.7に示す．1 週間のうち 1 日間水中浸せきすることにより，乾
燥期間が 6 日間と長くなっても，無処理および防水形表面被覆の供試体では ASR 膨張が促進され，
一方，撥水形表面被覆では乾燥収縮を起こすという結果が得られた．また 1 週間のうち 2 日間水中浸
せきする試験条件下でも撥水形表面被覆の ASR 膨張抑制効果は認められたが，1 週間のうち 3 日間
水中浸せきする試験条件下では撥水形表面被覆も ASR 膨張を示した． 
 これらの促進試験結果より，自然暴露において認められた無処理，防水形表面被覆および撥水形表
面処理による ASR 膨張挙動のパターンは，40℃高温での高湿度一定養生条件下および 20℃の常温乾
燥と 40℃の高温湿潤の繰り返し試験条件下では再現できず，逆に 40℃の高温乾燥と 20℃の常温湿潤
の繰り返し試験条件下でのみ再現可能であることが確認された．今回検討した促進試験条件の中では，
高温乾燥（40℃，R.H.60％）6 日間と常温水中（20℃）1 日間を 1 サイクルとした乾湿繰り返し条件




































図 6.4.7 表面被覆後の長さ変化および質量変化測定結果 
      （40℃・60%RH ⇔ 20℃・水中） 
40℃･60%：20℃･水中 
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Ⅰ-B Ⅰ-A Ⅵ-A 
図 6.4.8 表面被覆後の長さ変化率と質量変化率の関係 
      （自然暴露と 40℃・60%RH ⇔ 20℃･水中） 
質  (％)             質  (％)              質  (％) 
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6.5 本章のまとめ 









ボンアーク促進耐候性試験で 100 時間後および 300 時間後の変化を測定した．本試験結果から得ら
れた知見を以下にまとめる． 









さらに 6.3 節では，無機系複合表面処理工法の基礎物性を測定し，ASR コンクリート供試体を用
いて膨張抑制効果を検討した．得られた知見を以下にまとめる． 
1) 本工法の透水性は 1.4～1.5 mg/cm2･day，透湿性は 7 mg/cm2･day，塩化物イオン透過性は 0.01 
mg/cm2･day で，気中養生と水中養生の差は見られなかった．しかし引張伸び率は気中養生で 60％




0.5mg/cm2･day 以下と小さいが，同時にこれらの樹脂系塗料は透湿性も 1mg/cm2･day 以下と小
さかった．本工法の透水性は樹脂系塗料に比べると若干大きいが，PCM の約 1/30 と十分な防水
性で，透湿性はエポキシ樹脂系塗料の約 7 倍であった．PCM の透湿性は 24 mg/cm2･day と最も
大きいが，PCM は透水性も 129 mg/cm2･day と大きかった．また本工法の零スパン伸びは約 5mm
とアクリルゴム系塗料の約 13mm に比較すると尐ないが，エポキシ樹脂系塗料の約 1mm に対し
て 5 倍の伸び能力であった． 
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3) SW500 時間後の透水性は 1.5 から 1.2 mg/cm2･day に，透湿性は 7 から 5 mg/cm2･day に，零ス 
パン伸びは 5.2 から 4.5mm に低下したが，SW500 時間から 1000 時間にかけて，透水性，透湿性
および零スパン伸びのいずれの物性もほとんど変化なかった． 
4) ASR 促進材齢 6 週まで無処理および本工法処理のいずれも収縮側にあることから ASR は進行し
ていなかったが，エポキシ被覆は ASR が進行していた．さらに 1 週間に 1 日水中浸せきする促進
材齢 6 週以降では，水中養生時の吸水により無処理の供試体質量は乾燥時より約 1.3％増加し，長
さ変化率は急激に膨張を示すようになり，促進材齢 42 週では 1800×10-6まで膨張した．本工法
処理およびエポキシ被覆は吸水により乾燥時に比べて 0.05～0.3％の質量増加で同程度に尐なか
ったが，エポキシ被覆では長さ変化率が急激に膨張を示すようになり，促進材齢 42 週では 1600
×10-6まで膨張したが，本工法処理の長さ変化率は，ほとんど変化なかった． 
 最後に 6.4 節では，ASR 反応性コンクリート供試体に撥水形および防水形の表面処理を施し，自
然暴露および種々の促進養生条件下で長さ変化および質量変化を測定し，表面処理の ASR 膨張抑制
効果と自然暴露と整合性のある促進養生条件について検討した．得られた知見を以下にまとめる． 
1) 自然暴露試験結果では撥水形の表面処理材は ASR 膨張を抑制し，逆に防水形の表面被覆材では長
期的には無処理供試体よりも膨張率が大きくなった． 
2) 各種促進養生試験の 20℃の常温乾燥と 40℃の高温湿潤の乾湿繰り返しの場合，乾燥と湿潤期間の
比率が ASR 膨張に与える影響は，表面被覆材を塗布した供試体では認められなかったが，無処理
供試体では湿潤期間が長くなるに伴って ASR 膨張も大きくなる傾向が認められた． 
3) 40℃の高温乾燥と 20℃の常温湿潤の乾湿繰り返しの場合，撥水形の表面被覆を塗布した供試体の
ASR 膨張挙動は乾燥と湿潤期間の比率に影響され，今回検討した促進養生条件の中では，高温乾
燥（40℃，R.H.60％）6 日間と常温水中（20℃）1 日間を 1 サイクルとした乾湿繰り返し養生が，
表面被覆材の ASR 膨張抑制効果について，自然暴露と最も整合性のある促進試験条件であった． 
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第 7章 無機系複合表面処理工法の長年月経過後の ASR 抑制効果と性能 
 
7.1 はじめに 
ASR で劣化したコンクリート構造物の補修に，シラン系表面含浸材と柔軟形 PCM 系表面被覆材か
らなる無機系複合表面処理工法（以下，本工法と略記）が適用されて，古い構造物では 20 年以上を
経過した．本工法は適度な防水性と透湿性，いわゆるコンクリート構造物表面における水分の呼吸性
とひび割れ追従性を特徴とするものであり，本工法による補修後 2～3 年までの短年月での ASR 抑制
効果および性能については既に報告してきた 1)．また ASR 供試体に同様な表面処理工法を施し，屋
外に長期間暴露した実験結果において，ASR 抑制効果が報告されている 2)． 
そこで，約 20 年の長年月を経た本工法の実構造物における ASR 抑制効果を把握するために，構造








後約 20 年以上を経過しており，建築物の柱の補修は 1989 年，1991 年，1992 年および 1993 年にわ
けて施工されており，約 15～19 年間経過している．それらの補修時期，調査時期および経過年数等
を表 7.1.1に示す．また本工法を構成するシラン系表面含浸材，柔軟形 PCM 系表面被覆材およびト
ップコート材の概要を表 7.1.2に示す． 
 コンクリート塀およびコンクリートサイロでは構造物表面に設置したポイントを用いた長さ変化
の測定およびシラン系表面含浸材と柔軟形 PCM の性状調査を行い，建築物の柱では柔軟形 PCM の













（コンクリート塀）     （コンクリートサイロ）      （建築物の柱） 
写真 7.1.1 調査対象構造物の外観 
 







































構造物 補修時期 調査時期 経過年数(年) 
コンクリート塀 1984 年 9 月 2006 年 10 月 22.1 
コンクリートサイロ 1984 年 10 月 2006 年 10 月 22.0 
建築物の柱 
1989 年 3 月 
2008 年 6 月 
19.3 
1991 年 3 月 17.3 
1992 年 3 月 16.3 
1993 年 3 月 15.3 
材料 
（塗布仕様） 項目 内容 
シラン系表面含浸材 
（0.2kg/m2，1 回塗り） 









S/C=1.5   S：炭酸カルシウム粉末 









補修対象 補修時期 測定時期 経過年数(年) 
（実験室データ） 1987 年 6 月 1987 年 6 月 0.02 
建築物の外壁（大阪） 1987 年 6 月 
1987 年 8 月 0.2 
1988 年 12 月 1.5 
1989 年 6 月 2 
1990 年 6 月 3 
1991 年 5 月 3.9 
建築物の柱（西宮） 1989 年 3 月 1990 年 12 月 1.8 
建築物の外壁（大阪） 1987 年 6 月 1991 年 2 月 3.7 
桟橋の梁（神戸） 1985 年 6 月 1990 年 9 月 5.3 
表 7.1.1 調査対象構造物の補修時期，調査時期および経過年数 
表 7.1.2 本工法を構成する塗布材料の概要 
表 7.1.3 短年月で付着強さを測定した構造物の 
補修時期，測定時期および経過年数 
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補修後 20 年以上を経ている．構造物は図 7.2.1
に示すように，全長約 30m，高さ約 1m，幅約 0.2m
のコンクリート塀で，昭和 50 年頃に施工され，




















置を図 7.2.3 に，全体的な割付を図 7.2.4 に示す．また，全体的な膨張挙動を把握するために，約
6m 間隔でデジタルレーザーメーターを用いて測定を行った．それぞれの測定セット数を表 7.2.1に
示す．図 7.2.4は RC 塀の東面を示すが，裏面にあたる西面でも，ほぼ同位置でホイットモアひずみ
計およびコンタクト・ストレインゲージによる測定を行った．長さ変化の測定期間は，平成 17 年７
月～平成 18 年７月，測定頻度は，基長測定後，2 週間に１回を目安とした． 
 
 











写真 7.2.1 コンクリート塀の外観 











































レー ザー メー ター  
無補修 
8 セット× 2 
（東，西面） 
1 セット× 2 
（東，西面） 
1 セット× 1 
（東面） 
本工法 
2 セット× 2 
（東，西面） 
1 セット× 2 
（東，西面） 




4 セット× 2 
（東，西面） 
1 セット× 2 
（東，西面） 






















図 7.2.2 調査手順のフローチャート 
表 7.2.1 長さ変化の測定セット数 
図 7.2.4 の①～③と 
⑬～⑭ではポイントなし 
図 7.2.3 １セット当たりの測定用ポイントの配置 
250   250   250   250  
○        ○        ○        ○        ○ 
250    
 







100 100  
○    ○    ○ 
















































無補修部 2 本 
補修部 
本工法 2 本 
エポキシ樹脂注入 
＋本工法 2 本 
図 7.2.4 ﾎｲｯﾄﾓｱ式ひずみ計，ｺﾝﾀｸﾄ･ｽﾄﾚｲﾝｹﾞｰｼﾞおよびﾃﾞｼﾞﾀﾙﾚｰｻﾞｰﾒｰﾀｰの測定位置 
ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入＋本工法      本工法               無補修 
6000 5950 6000 









⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  ⑫  ⑬  ⑭  
ﾎｲｯﾄﾓｱ式ひずみ計 
表 7.2.2 ASR 残存膨張測定用コア 
ASR 残存膨張の測定用コアの採取位置







①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  
ﾎｲｯﾄﾓｱ式ひずみ計 
単位（ mm）  
30450 





































図 7.2.5 無補修部の外観変状の調査結果 
（西面） 
 










 写真 7.2.3 本工法による補修部の外観変状の調査結果  
図 7.2.6 本工法による補修部の外観変状の調査結果  
1550mm 
5950mm 




























表面被覆材上に生じたひび割れは，20 年前の補修直後から 21 ヶ月経過までの調査では，確認され
ておらず，さらにその後 20 年間経過する間で，生じたものである．これらのひび割れは下地コンク
リートのひび割れ幅の変動が大きく，限界を越えた繰り返しの変動に追従できずに，柔軟形 PCM 上
に発生したものと推測される 5)．柔軟形 PCM の動的ひび割れ追従性は，樹脂系材料に比べて低く，
比較的尐ない繰り返し数でひび割れ発生することが報告されており 6)，同様な状況が発生したものと
考えられる．表面被覆材のひび割れ追従性については静的な性能に加えて動的なひび割れ追従性も重
要視されはじめており 7 )8 )，動的ひび割れの発生メカニズムに関しても種々の考察が加えられており










 写真 7.2.4 エポキシ樹脂注入＋本工法による補修部の外観変状の調査結果 
9000mm 
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測定年月（ 年 / 月 ） 
測定年月（ 年 / 月 ） 
水平方向 
鉛直方向 





































測定年月（ 年 / 月 ） 
測定年月（ 年 / 月 ） 
水平方向 
鉛直方向 



















  無補修 
測定年月（ 年 / 月 ） 
図 7.2.10  補修後 20 年経過後のコンクリート 
塀表面の長さ変化測定結果 
（デジタルレーザーメーター） 





















































































図 7.2.11  補修直後のコンクリート塀表面の長さ変化測定結果（ホイットモア式ひずみ計）1) 
鉛直方向・中間 
図 7.2.12  コアの残存膨張率測定結果 
写真 7.2.5  コアの残存膨張量試験後の試験体外観 
エポキシ樹脂注入＋本工法 本工法 無補修  
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4）コアの塩分と水溶性アルカリ量の分析結果 




コアの全塩分量は，深度 0～2cm で 0.18 kg/m3と著しく尐なく，深度 2～6cm では 1 kg/m3以上の
値を示し，それより深い位置では 1 kg/m3弱の塩分量が確認された．深度 0～2cm の塩分は，一部が
さらに深い位置に移動し，一部が表面から溶出したものと推定される．一方，コアの水溶性アルカリ






























0～2 0.008 0.18 
2～4 0.050 1.15 
4～6 0.046 1.06 
6～8 0.040 0.92 







0～2 0.18 4.1 
2～4 0.09 2.1 
4～6 0.15 3.5 
6～8 0.18 4.1 








無補修 2.26 21.4 11.5 
本工法 2.25 18.3 6.1 
エポキシ樹脂注入＋本工法 2.21 19.0 7.0 






表 7.2.5 コアの圧縮強度と静弾性係数試験結果 










































大阪府下の生コン工場のコンクリート塀（全長約 30m，高さ約 1m）は，昭和 50 年頃に施工され，
ASR による劣化が見られたため，昭和 60 年に，その半分を本工法およびエポキシ樹脂注入を併用し





2）補修後 20 年を経過して，構造物表面の長さ変化を 1 年間測定した結果，無補修部および補修部の
いずれも，ほとんど ASR 膨張を示さなかった． 
3）無補修部および補修部から採取したコアの残存膨張量は，いずれも約 2000μで，潜在的に ASR
膨張量が残存していた． 
4）コンクリート中の塩分は 0～2cm の表層からの溶出と 2cm 以上のさらに深いところへの移動が認





図 7.2.13  コアの圧縮強度と静弾性係数の関係 
土木学会式 E=4.7＊√(f’ck) 
      f’ck：圧縮強度（N/mm2） 
建築学会式 E=21.0×(ρ/2.3)1.5×√(fc/20) 
            ρ：コンクリートの気乾比重 
            fc：圧縮強度（N/mm2） 
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サイロ基礎部は，補修後 20 年および 16.5 年を経過しており，これらの外観変状を目視で調査すると















             （単位 mm） 
図 7.3.1 コンクリートサイロの断面図 
写真 7.3.1 コンクリートサイロの外観 
      （補修後約 20 年経過） 
写真 7.3.2 コンクリートサイロ基礎部の 
ASR ひび割れ（補修前） 



















配置を図 7.3.3 に示す．それぞれの測定セット数を表 7.3.2 に示す．東西单北の４面で測定位置は，
GL から 1m までで１箇所，1m～2m の間で１箇所の合計 2 箇所とした．長さ変化の測定期間は，平












経過年数 1985 年 8 月の 
補修仕様 
1985 年 8 月～ 
  1989 年 2 月 
（3.5 年間） 







（継続） 20 年 
西面 （未補修） 本工法 16.5 年 
单面 
ｴﾎﾟｷｼ樹脂注入 
＋本工法 本工法 16.5 年 
北面 （未補修） （継続） 20 年 















図 7.3.2 調査手順のフローチャート 










































ホイットモア式ひずみ計 コンタクト・ストレインゲー ジ 
東面 1セット× 2（筒身，基礎部） 1セット× 2（筒身，基礎部） 
西面 1セット× 2（筒身，基礎部） 1セット× 2（筒身，基礎部） 
单面 1セット× 2（筒身，基礎部） 1セット× 2（筒身，基礎部） 
北面 1セット× 2（筒身，基礎部） 1セット× 2（筒身，基礎部） 
表 7.3.2 長さ変化の測定セット数 
図 7.3.3 １セット当たりの測定用ポイントの配置 
250   250   250   250  
○        ○        ○        ○        ○ 
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2）補修後 20 年を経過した後の 1年間の長さ変化測定結果 
補修後約 20 年を経過したコンクリートサイロ基礎部について，ホイットモア式ひずみ計およびコ
ンタクト・ストレインゲージを用いて，水平方向および垂直方向の長さ変化を 1年間測定した結果を
図 7.3.5 に示す．補修直後に行われた同構造物の材令 42 ヶ月（3.5 年間）までの長さ変化率
測定結果では，図 7.3.6 に示すように，無補修部と補修部で明確な差が認められた 14)15)． 



































































































































































































































筒身      基礎部      平均気温 
図 7.3.5 コンクリートサイロの長さ変化率測定結果（補修後 20年経過後の 1年間） 
05/8 05/10 05/12 06/2 06/4 06/6 06/8 06/10 06/12 
測定年月（ 年/ 月） 
05/8 05/10 05/12 06/2 06/4 06/6 06/8 06/10 06/12 
測定年月（ 年/ 月） 
05/8 5/10 05/12 06/2 06/4 06/6 06/8 06/10 06/12 
測定年月（ 年/ 月） 
05/8 05/10 05/12 06/2 06/4 06/6 06/8 6/10 06/12 









































































































コアの残存膨張率の測定結果を図 7.3.7に，ASR 残存膨張率試験後のコアの外観を写真 7.3.4に
示す．コアの残存膨張率は单面が最も大きく，西面および北面が尐なく，東面はそれらの中間くらい
であった．单面と西面あるいは北面との差は約 500μであった．西面および北面は未補修のまま 3 年
間半放置され，この間に ASR 膨張が東面および单面に比べて進行した可能性が考えられる． 
            单面  >   東面  >  西面  ≒  北面 
(1680μ)  (1410μ)  (1260μ)  (1190μ) 
図 7.3.6 補修直後から材齢 42ヶ月（3.5年間）までの長さ変化率測定結果 15) 
鉛直方向 
水平方向 




























































コアの圧縮強度と静弾性係数の測定結果を表 7.3.3 および図 7.3.8に示す．ASR により劣化した
コア特有の，圧縮強度に比較して静弾性係数が低いことが確認された 12 ) 13 )．コアの静弾性係数は，
圧縮強度から推定される値に対して，单面のコアで約 1/2，西面のコアで約 1/3，東面のコアでは約
1/7 と極めて小さな値であった． 
図 7.3.7 コンクリートサイロから採取したコアの ASR 残存膨張試験結果 
基礎部東面 
写真 7.3.4  ASR 残存膨張率試験後のコアの外観 
基礎部西面 
基礎部南面 基礎部北面 




















































の目視観察，1 年間の構造物表面長さ変化率の測定，採取コア供試体による ASR 残存膨張の測定，
圧縮強度および静弾性係数の測定を行い，本工法の長期的な性能を調べた結果を以下にまとめる． 
1）補修後 20 年または 16.5 年（3.5 年間の追跡調査後，補修した西面および北面）を経過すると，3.5
年経過時の東面および单面には見られなかった表面被覆材上のひび割れが観察された．このひび割
れは，日射量の多い单面および单よりの西面に多く観察され，限界を越えたひび割れ幅の繰り返し
変動をうける場合には，柔軟形 PCM は追従出来なくなることが確認された． 
2）補修後 20 年または 16.5 年を経過して，構造物表面の長さ変化を 1 年間測定した結果，鉛直方向
および水平方向のいずれも，ほとんど ASR 膨張を示さなかった． 
3）採取コアの残存膨張量は，3.5 年間未補修で放置した西面および北面が約 1200μとやや尐なく，
最初から補修した单面は約 1700μ，東面は 1400μと，200～500μ大きい残存膨張を示した． 
4）構造物から採取したコアの静弾性係数は，圧縮強度から推定される値に対して，1/2 以下にまで低








東面 2.15 16.5 2.6 
西面 2.22 29.5 7.2 
单面 2.19 25.4 10.2 
土木学会式 E=4.7＊√(f’ck) 
      f’ck：圧縮強度（N/mm2） 
建築学会式 E=21.0×(ρ/2.3)1.5×√(fc/20) 
            ρ：コンクリートの気乾比重 
            fc：圧縮強度（N/mm2） 
図 7.2.8  コアの圧縮強度と静弾性係数の関係 
表 7.3.3 コアの圧縮強度と静弾性係数の測定結果 




































取した直径約 70mm のコアを用いて，図 7.4.1 に示すように，①塗膜の付いた状態，②塗膜を剥し
た状態，③塗膜を剥した後，コンクリート表面を 1mm 削った状態，④塗膜を剥した後，コンクリー
測定対象構造物 施工年月 測定年月 経過年数 
供試体 1987年 06月 1987 年 06月    0.02 
建築物の外壁（大阪） 1987年 06月 
1987 年 08月    0.2 
1988 年 12月    1.5 
1989 年 06月    2.0 
1990 年 06月    3.0 
1991 年 05月    3.9 
建築物の柱（西宮） 1989年 03月 1990 年 12月    1.8 
建築物の外壁（大阪） 1987年 06月 1991 年 02月    3.7 













表 7.4.1 補修後約 5年までの付着強さの測定対象 
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ト表面を 2mm 削った状態，⑤塗膜を剥した後，深さ約 50mm で切断した状態の 5 通りの状態で，写















































図 7.4.2 透水性試験装置 
写真 7.4.1 透水性試験の状況 
図 7.4.1 透水性試験に用いたコンクリートコア試験体の概要 
図 7.4.3 透湿性試験に用いた試験体の概要 
単位(mm) 








                       
 
 
























下に L型の鋼板 2 枚を接着させ，2t 万能試
験機を用いて，引張速度 0.1mm/s で鋼板
を引張り，零スパン伸びを測定した． 
                単位(mm)     
図 7.4.4 透湿性試験装置 写真 7.4.2 透湿性試験の状況 
図 7.4.5 付着強さ試験の概要 
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0，1，2，5，7，10 および 20mm の各深さにおける示差熱分析結果を図 7.4.7～7.4.12 に示す．
約 340℃にシランの燃焼による発熱ピークが生じることが報告されており 17)，この発熱ピークの面積



























図 7.4.7 深さ 0mmでの示差熱分析結果 図 7.4.8 深さ 1mmでの示差熱分析結果 
図 7.4.9 深さ 2mmでの示差熱分析結果 図 7.4.10 深さ 5mmでの示差熱分析結果 






















































































































図 7.4.14 コアの深さごとの発熱ピーク面積 
（0mmのデータを除く） 
図 7.4.15 コアの深さごとの発熱ピーク面積 
（0，1mmのデータを除く） 
図 7.4.11 深さ 10mmでの示差熱分析結果 図 7.4.12 深さ 20mmでの示差熱分析結果 
図 7.4.13 コアの深さごとの発熱ピーク面積 
（全データをプロット） 







































































































を表 7.4.2および図 7.4.16 に示す．その初期性能が 147 ml/m2/day で，その試験に用いたモルタル
基板の透水性が約 1200 ml/m2/day であった点 1)から，20 年前後の長年月を経た透水性は約 1/2 にな
っており，柔軟形 PCM 系被覆材の防水性が向上していることが確認された．これは長年月の間で






































東面 13 290 361 247 278 565 890 
西面 44 1140 741 589 407 245 1240 
单面 35 1197 602 831 360 408 787 
北面1 202 752 370 269 235 242 802 




H1年 23 1284 324 235 224 378 845 
H3年 27 1928 1210 975 667 810 1647 
H4年 149 874 330 243 308 450 874 
H5年 20 1074 569 524 350 524 924 
コンクリートサイロ
基礎部平均 
76  832  466  458  307  355  873  
下水処理場柱部平均 55  1290  608  494  387  541  1073  
全平均 66  1036  529  474  343  437  962  
図 7.4.16 採取したコンクリートコアの透水性試験結果 
表 7.4.2 採取したコンクリートコアの透水性試験結果 































































































































東面 136 203 112 91 
西面 68 101 59 79 
单面 209 299 119 101 
北面(1) 129 100 48 68 
北面(2) 104 160 108 154 
下水処理場 
柱部 
H1年 99 165 150 131 
H3年 102 217 109 105 
H4年 72 79 101 113 
H5年 136 176 85 85 
コンクリートサイロ
基礎部平均 
76 94 155 117 
下水処理場柱部平均 55 115 166 101 
全平均 66 136 203 112 
表 7.4.3 採取したコンクリートコアの透湿性試験結果 
図 7.4.17 採取したコンクリートコアの透湿性試験結果 



























 柔軟形 PCM 系被覆材の
付着強さは，ほとんどの場 
合が被覆材で破断するので PCM 自体の引張り強度に依存している．施工後５年くらいまでは，経年






5) 柔軟形 PCM のひび割
れ追従性 



































図 7.4.19 ひび割れ追従性の経年変化 




























① ② ③ 平均 





1987年 08月 0.2 
0.51 0.51 0.57 0.53 
屋上面 0.64 0.57 0.51 0.57 
2F西面 
1988年 12月 1.5 
0.57 0.61 0.57 0.59 
屋上面 0.64 0.70 0.70 0.68 
1F東面 
1989年 06月 2.0 
0.90 0.96 1.02 0.96 
2F西面 0.70 0.77 0.77 0.74 
屋上面 0.90 0.83 0.90 0.87 
2F西面 
1990年 06月 3.0 
0.83 0.83 0.90 0.85 
屋上面 0.90 0.96 0.90 0.92 
2F西面 
1991年 05月 3.9 
1.02 0.96 0.96 0.98 
屋上面 1.02 1.02 0.96 1.00 
建築物の柱（西宮） 1989年 3月 1990年 12月 1.8 0.57 0.70 0.64 0.64 
建築物の外壁（大阪） 1987年 6月 1991年 02月 3.7 0.77 0.77 0.96 0.83 
桟橋の梁（神戸） 1985年 6月 1990月 09月 5.3 0.64 0.57 0.51 0.57 













0.83 0.89 0.91 0.88 
西面 0.85 0.89 0.78 0.84 
单面 0.86 0.84 0.86 0.85 




北面 0.66 0.76 0.83 0.75 
西面 0.68 0.69 0.68 0.69 
单面 0.67 0.57 0.37 0.54 




1984年 9月 22.1 
0.86 0.94 0.97 0.92 
東面 0.63 0.72 0.59 0.65 
上面 0.76 0.80 0.69 0.75 
コンクリート塀 
(表面被覆のみ) 
西面 0.77 0.79 0.78 0.78 
東面 0.62 0.89 0.57 0.69 
上面 0.62 0.51 0.73 0.62 
建築物の柱 
平成元年 1989年 3月 
2008年 6月 
19.3 0.83 1.01 0.71 0.85 
平成３年 1991年 3月 17.3 0.77 0.76 0.84 0.79 
平成４年 1992年 3月 16.3 0.99 1.01 0.97 0.99 
平成５年 1993年 3月 15.3 0.88 0.74 0.79 0.80 
表 7.4.4 短年月での付着強さ試験結果（0.02～5.3年） 
表 7.4.5 長年月での付着強さ試験結果（15.3～22.1年） 
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6) 柔軟形 PCM の電顕観察結果 




































コンクリートサイロ基礎部       建築物の柱         建築物の柱 
（西面）           （平成元年）        （平成 3年） 
写真 7.4.3 柔軟形 PCM 系被覆材の SEM 観察結果 
 


































































































































































































































































































































図 7.4.21 柔軟形 PCM の示差熱分析結果 















7) 柔軟形 PCM の EDS 元素分析結果 
 コンクリートサイロ基礎部・西面および建築物の柱・平成 3 年施工面の柔軟形 PCM 系表面被覆材
の EDS 元素分析結果を表 7.4.6 および表 7.4.7 に，また各元素別のマッピングおよび元素分析結果
に基づく同定結果を写真 7.4.4 および写真 7.4.5 に示す．約 20 年以上を経過しているにもかかわら
ず，セメント粒子中に未水和のビーライト（C2S）と間隙質（アルミネート相，フェライト相）が水
和物に混在していることが確認された．水と混練して半年を経過した普通セメント中のエーライト，













































ｽﾍﾟｸﾄﾙ 1 ｽﾍﾟｸﾄﾙ 2 ｽﾍﾟｸﾄﾙ 3 








Na2O 1.02 0.00 1.41 
MgO 0.00 2.22 0.70 
Al2O3 1.37 13.16 2.97 
SiO2 33.07 4.16 77.31 
K2O 1.03 0.00 2.06 
CaO 61.84 47.38 9.19 
MnO 0.00 1.51 0.00 
Fe2O3 1.67 31.56 3.95 
CaO/SiO2モル比 1.86 2.00 12.20 
CaO/Al2O3モル比 96.21 82.07 6.55 














Ca の分布 Si の分布 
Fe の分布 Al の分布 
濃度マッピング 
（高濃度：白～黒：低濃度） 
表 7.4.6 柔軟形 PCM の EDS 元素分析結果（コンクリートサイロ基礎部・西面） 
写真 7.4.4 柔軟形 PCM の EDS 元素分析結果（コンクリートサイロ基礎部・西面） 









































ｽﾍﾟｸﾄﾙ 1 ｽﾍﾟｸﾄﾙ 2 ｽﾍﾟｸﾄﾙ 3 ｽﾍﾟｸﾄﾙ 4 








Na2O 0.00  1.20  0.00  1.59  
MgO 0.00  3.33  2.50  2.39  
Al2O3 1.18  22.73  3.87  21.52  
SiO2 35.89  4.93  55.06  9.85  
K2O 0.49  0.00  0.00  0.70  
CaO 62.44  44.87  35.09  49.49  
MnO 0.00  1.61  0.00  0.00  
Fe2O3 0.00  21.33  3.48  14.46  
CaO/SiO2モル比 1.86  9.75  0.68  5.38 
CaO/Al2O3モル比 96.21  3.59  16.49  4.18 

















Ca の分布 Si の分布 
Fe の分布 Al の分布 
表 7.4.7 柔軟形 PCM の EDS 元素分析結果（建築物の柱・平成元年） 
写真 7.4.5 柔軟形 PCM の EDS 元素分析結果（建築物の柱・平成元年） 
濃度マッピング 
（高濃度：白～黒：低濃度） 
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7.4.4 まとめ 
 施工後約 20 年を経た無機系複合表面処理工法で補修された実構造物からコンクリートコアを採取
し，シラン系表面含浸材の浸透深さを示差熱分析で測定し，所定の深さでの透水性および透湿性の経
年変化を調べた．また柔軟形 PCM 系表面被覆材については，付着強さ，ひび割れ追従性，透水性お
よび透湿性を測定し，併せて SEM 観察，示差熱分析および EDS 元素分析を行い，セメント水和物，
未水和物およびポリマーフィルムの状態を詳細に調査し，考察をくわえた結果を以下にまとめる． 
1) シラン系表面含浸材は約 20 年の長年月を経て，初期の含浸深さ 2～3mm からさらに深く含浸し，
5～10mm まで含浸しており，20mm 深さではその存在が認められなかった．含浸深さ 5mm の位
置における透水性および透湿性は，初期とほぼ同等の性能を維持していた． 
2) 柔軟形 PCM 系表面被覆材の透水性および透湿性は，約 20 年の長年月を経て，透水性は初期の 1/2
に透湿性は初期とほぼ同じ性能であった． 
3) 柔軟形 PCM 系表面被覆材の付着強さは約 5 年までの短年月の間に，0.5N/mm2から 1N/mm2と約
2 倍の性能になり，その後 20 年前後までその性能を維持していた．一方， ひび割れ追従性は約
2 年では低下するが，約 20 年の長年月を経るとポリマーフィルムとセメントの複合効果により向
上していた． 





 - 131 - 
7.5 本章のまとめ 
大阪府下の生コン工場のコンクリート塀（全長約 30m，高さ約 1m）およびコンクリートサイロ（高
さ 31.5m，直径 22.2m，容量 12000t）には，ASR による劣化が見られたため，約 20 年前に無機系
複合表面処理工法により補修した．その後，コンクリート塀は 21 ヶ月間（約 1.8 年間），コンクリー
トサイロは 42 ヶ月間（3.5 年間），補修後初期の追跡調査を行い，外観変化および構造物表面に設置
したポイントを用いて ASR 膨張抑制効果の調査を行った．その後，追跡調査はいずれの構造物にお
いても中断していたが，約 20 年を経過して，長年月経過後の詳細調査を行った．調査項目として，







2）補修後 20 年を経過して，構造物表面の長さ変化を 1 年間測定した結果，いずれの構造物でも，ほ
とんど ASR 膨張を示さなかった．また採取したコアの残存膨張量は，いずれも 1000～2000μの
ASR 膨張量が残存していた．また構造物から採取したコアの静弾性係数は，圧縮強度から推定さ
れる値に対して，半分以下に低下していた． 
3) シラン系表面含浸材は約 20 年の長年月を経て，初期の含浸深さ 2～3mm からさらに深く含浸し，
5～10mm まで含浸しており，20mm 深さではその存在が認められなかった．含浸深さ 5mm の位
置における透水性および透湿性は，初期とほぼ同等の性能を維持していた． 
4) 柔軟形 PCM 系表面被覆材の透水性および透湿性は，約 20 年の長年月を経て，透水性は初期の 1/2
に透湿性は初期とほぼ同じ性能であった．また付着強さは 5 年までの短年月の間に，0.5N/mm2
から 1N/mm2と約 2 倍の性能になり，その後 20 年前後までその性能を維持していた．一方，ひ
び割れ追従性は 2～3 年の短年月では低下するものの，約 20 年の長年月を経るとポリマーフィル
ムとセメントの複合効果により向上していた． 
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高度経済成長の時代に建設されたコンクリート構造物が，2010 年～2020 年にかけて建設後 50 年
















































































れ約 20 年を経た実構造物で，どのような ASR 膨張挙動を示すのかを測定し，併せてシラン系含浸材
の残存状態と柔軟形 PCM の塗膜性能の劣化状態を調べた結果，シラン系含浸材の撥水性は比較的早
い時期になくなるが，その含浸性によってコンクリート表面から 5～10mm のところで残存して所定
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わが国では液体の水性ポリマーディスパージョンとして PAE 系，EVA 系および SBR 系の３種類が，
粉末ポリマーとしては PAE 系，EVA 系および VAVeoVa 系およびこれらの混合系が使用され，一般
















「第 3章 ポリマー超微粒子セメント系ひび割れ注入材の開発」では，ブレーン比表面積約 10000 




4) の結果を得た．さらに SBR 系ポリマーディスパージョンを柔軟形の PAE 系ポリマーディスパー
ジョンに替えることにより，柔軟形の超微粒子 PCM 系ひび割れ注入材が開発されたので，それらの
基礎物性試験結果および他材料との性能比較試験結果を明らかにし、以下の 5) ～6）の結果を得た． 
1) 中粘度形 PCM 系の粘度は約 7000mPa･s で，高粘度形 PCM 系の粘度はその約 5 倍，エポキシ樹
脂系はその約 8 倍で，高粘度形 PCM 系はエポキシ樹脂系に近い粘度であったが，TI 値はいずれ
も 5～6 で同等であった．  
2) 中粘度形および高粘度形 PCM 系の曲げおよび圧縮強さはほとんど同等で，それぞれ 3～5 および
30～40N/mm2で，エポキシ樹脂系の曲げ強さは約 70N/mm2で，圧縮強さは約 60 N/mm2であっ
た． 
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4) 中粘度形 PCM 系の曲げ張接着強さは 2～8N/mm2で，ひび割れ幅と材齢の影響を受け，ひび割れ
幅が大きくなるほど，また材齢が経つほど曲げ接着強さも増加した．高粘度形 PCM 系の曲げ接
着強さは 2～5N/mm2で，ひび割れ幅の影響が中粘度形 PCM 系と逆で，ひび割れ幅が大きいほど
低下し，また材齢の影響は 3，7，28 日でほとんど変わらず，全体的に湿空養生の方が高かった．
エポキシ樹脂系の曲げ接着強さは 6～9N/mm2 で，ひび割れ幅の影響はほとんどなく，材齢 3 日
以降で高い接着強さを示した．乾燥養生と湿空養生では材齢との関係が逆で，乾燥養生では材齢
とともに増加し，湿空養生では材齢とともに低下した． 
5) 柔軟形 PCM 系の粘度は，気温 20℃および 35℃で約 7.0mPa･s で，中粘度形とほぼ同等であるの
に対して，気温 5℃では 8400mPa･s と若干高い粘度を示した．可使時間は，気温 5℃～35℃で
120 分以上であった．曲げ接着強さは，乾燥供試体で 2.1～2.3N/mm2，湿潤供試体で 2.7～
2.9N/mm2と，湿潤の方が乾燥の約 1.3 倍であった．柔軟形 PCM 系の引張伸び率は，気温 5～35℃
で 200％以上であった．耐アルカリ，耐酸性，耐熱性，促進耐候性および塩水噴霧・熱風乾燥の
繰り返し試験を行い良好な耐久性を確認した． 
6) 0.05～0.6mm のひび割れ幅に対して，柔軟形 PCM 系の充填性は広がりで 60～120mm，深さで
30～150mm であった． 
 
 「第 4章 一材化形ポリマーセメント系断面修復材の開発」では，粉末樹脂を用いた PCM の基礎
物性として，曲げ，圧縮および引張強さ，水，塩化物イオンおよび炭酸ガス等の有害因子に対する遮
断性および乾燥収縮への影響について既往の文献を調査して，以下の 1) ～3) の結果を示した．また
粉末樹脂を用いた PCM の付着強さについて，粉末樹脂の種類と P/C，下地の吸水率，PCM のセメ
ントの種類と施工厚さ，気温および湿度等の環境条件の影響を調べ，セメントの種類ごとに適切な粉
末樹脂の種類と P/C を明らかにし，以下の 4) ～6) の結果を得た． 









化深さの 1/3～2/3 となった． 
3) 粉末樹脂を用いたPCM の乾燥収縮はポリマーディスパージョンを用いた PCMよりも相当に大き
いが，収縮低減剤と粉末消泡剤を併用することによって，ポリマー無混入モルタルと同等レベル
まで乾燥収縮を低減できた． 
4) ポリマー無混入モルタルでは施工厚が 2mm と薄くなると，5mm および 10mm に比べて付着強さ
が著しく低下した．湿度が十分に高い環境下で養生したポリマー無混入モルタルの付着強さは，
30～150 m であった． 







6) 温度 35℃，湿度 25%RH の高温・低湿度の環境下における PCM の付着強さは P/C=10%で，粉末
樹脂の種類に関わらず樹脂添加による改善効果が認められた．粉末樹脂の種類およびセメントの




「第 5章 柔軟形ポリマーセメント系表面被覆材の開発」では，まず PAE 系ポリマーディスパー
ジョンの合成原料である硬質成分モノマーと軟質成分モノマーの種類および構成比率がガラス転移
温度に与える影響を解説し，それらがポリマーフィルムの引張強さや伸び率に与える影響を示した．
次にガラス転移温度の極めて低い柔軟形 PAE 系ポリマーディスパージョンを用いた柔軟形 PCM に
ついて，ポリマーディスパージョンの種類と P/C，セメントと骨材の比率等が伸びおよび引張強さに
与える影響について調べ，1) ～3) の結果を得た．さらに特定のポリマーディスパージョンを用いた
柔軟形 PCM について，P/C と透水性，透湿性，遮塩性および中性化阻止性の関係を調べ，P/C の調
節で透湿性の異なる 5 種類の表面被覆材を試作し，ASR 膨張の抑制効果に与える表面被覆材の透湿
性の影響を明らかにし，4) ～5) の結果を得た． 
 
1) 柔軟形 PCM の伸び率は P/C の増加に伴って大きくなるが，引張強さは一定の P/C までは増加し，




3) P/C の増加に伴って透水性，透湿性および塩化物イオン透過性のいずれも低下し，P/C が 30％を
越えるとほぼ一定の値に収束した．中性化速度係数は無処理に対して，P/C=50％の柔軟形 PCM
被覆で約 1/20 に低減されていた． 
4) 透水性と透湿性では P/C の閾値が少し異なった．透水性は P/C=0.65 以上でほぼ一定の値を示した
のに対して，透湿性は0.55以上でほぼ一定の値を示した．柔軟形PCMの透湿性はP/C=0.50～0.55
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塗布したものは 0.01～0.05％の膨張量で，P/C の低いすなわち透湿度の大きい柔軟形 PCM を塗
布したものほど，ASR 膨張が小さくなる傾向がみられた． 
 







ンアーク促進耐候性試験で 100 時間後および 300 時間後の変化を測定して，1) の結果を得た． 
次に ASR で劣化したコンクリート構造物の補修工法としてシラン系表面含浸材の撥水性を活かし，
その欠点である紫外線劣化を柔軟形 PCM 系表面被覆材で補った無機系複合表面処理工法を開発した．
この工法について，その基礎物性および ASR 抑制効果に関する自然暴露試験を行い，2) ～4) の結
果を得た．また透湿性を有す ASR 補修工法の評価方法を確立するために，ASR 膨張挙動について自
然暴露試験下と同様な挙動を示す乾湿繰返し試験条件の検討を行い，5) ～7) の結果を得た． 







2) 無機系複合表面処理工法（本工法）の透水性は 1.4～1.5 mg/cm2･day，透湿性は 7 mg/cm2･day，
塩化物イオン透過性は 0.01 mg/cm2･day で，気中と水中養生の差がなかった．しかし引張伸び率
は気中養生で 60％に対して水中養生で 55％に，また零スパン伸びも気中養生で 5.2mm に対して
水中養生で 4.6mm と少し低下する傾向が見られた．SW500 時間後の透水性は 1.5 から 1.2 
mg/cm2･day に，透湿性は 7 から 5 mg/cm2･day に，零スパン伸びは 5.2 から 4.5mm に低下した
が，SW500 時間から 1000 時間にかけて，透水性，透湿性および零スパン伸びのいずれの物性も
ほとんど変化なかった． 
3) エポキシ樹脂系塗料，ポリウレタン樹脂系塗料，アクリルゴム系塗料の透水性はいずれも
0.5mg/cm2･day 以下と小さいが，同時にこれらの樹脂系塗料は透湿性も 1mg/cm2･day 以下と小
さい値を示した．本工法の透水性は 1.5mg/cm2･day で，樹脂系塗料に比べると若干大きいが，市
販品 PCM の約 1/30 で，ある程度の防水性を示した．本工法の透湿性はエポキシ樹脂系塗料の約
7 倍であった．市販品 PCM の透湿性は 24 mg/cm2･day と大きかったが，透水性も 129 mg/cm2･
day と大きい値を示した．本工法の零スパン伸びは約 5mm とアクリルゴム系塗料の約 13mm に
比較すると少ないが，エポキシ樹脂系塗料の約 1mm に対しては 5 倍の性能であった． 
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4) 無処理および本工法のいずれも ASR 促進材齢 6 週まで収縮側にあることから ASR は進行してい
なかったが，エポキシ樹脂被覆は ASR が進行していた．さらに 1 週間に 1 日水中浸漬する促進材
齢 6 週以降では，水中養生時の吸水により無処理の供試体重量は乾燥時より約 1.3％増加し，長さ
変化率は急激に膨張を示すようになり，促進材齢 42 週では 1800×10-6まで膨張した．本工法お
よびエポキシ樹脂被覆は吸水により乾燥時に比べて 0.05～0.3％の重量増加で同程度に少なかっ
たが，エポキシ樹脂被覆では長さ変化率が急激に膨張を示すようになり，促進材齢 42 週では 1600
×10-6まで膨張したが，本工法の長さ変化率は，ほとんど変化なかった． 
5) 自然暴露試験結果では透湿形の表面処理材は ASR 膨張を抑制し，逆に防水形の表面被覆材では長
期的には無処理供試体よりも膨張率が大きくなった． 
6) 各種促進養生試験の 20℃の常温乾燥と 40℃の高温湿潤の乾湿繰り返しの場合，乾燥と湿潤期間の
比率が ASR 膨張に及ぼす影響は，表面被覆材を塗布した供試体では認められなかったが，無処理
供試体では湿潤期間が長くなるに伴って ASR 膨張も大きくなる傾向が認められた． 
7) 40℃の高温乾燥と 20℃の常温湿潤の乾湿繰り返しの場合，透湿形の表面被覆を塗布した供試体の
ASR 膨張挙動は乾燥と湿潤期間の比率に影響され，高温乾燥（40℃，R.H.60％）6 日間と常温水
中（20℃）1 日間を 1 サイクルとした乾湿繰り返し養生が，表面被覆材の ASR 膨張抑制効果につ
いて，自然暴露と最も整合性のある促進試験条件であった． 
 
「第 7章 無機系複合表面処理工法の長年月経過後の ASR抑制効果と性能」では，約 20 年前に本
工法で補修された 2 つの ASR 劣化構造物，大阪府下の生コン工場のコンクリート塀およびコンクリ
ートサイロについて，約 20 年の長年月経過後の ASR 膨張挙動を測定し，さらにシラン系含浸材の残
存状態および柔軟形 PCM の塗膜性能を調べ，以下の結果を得た． 
1）約 20 年を経過して，構造物表面の ASR 膨張挙動を 1 年間測定した結果，いずれの構造物でも，
ほとんど ASR 膨張を示さなかった．また採取コアの残存膨張量は，いずれも 1000～2000μで，
静弾性係数は，圧縮強さから推定される値に対して半分以下に低下していた． 
2）約 20 年を経過しても柔軟形 PCM の外観は概ね良好で，一部に軽微なひび割れが観察された．限
界を越えたひび割れ幅の繰返し変動に追従できなかったものと推測された． 
3) シラン系含浸材は約 20 年後，初期の含浸深さ 2～3mm からさらに深く含浸し，5～10mm まで含
浸していた．含浸深さ 5mm の位置における透水性および透湿性は，初期とほぼ同等の性能を維
持していた． 
4) 柔軟形 PCM の約 20 年後の透水性は初期の 1/2 に，透湿性は初期とほぼ同じ性能であった．また
付着強さは 5 年までの短年月の間に約 2 倍になり，約 20 年後までその性能を維持していた．一
方，ひび割れ追従性は 2～3 年の短年月では低下するが，約 20 年後にはポリマーフィルム相とセ
メント相の複合作用により向上していた． 
5) 柔軟形 PCM の約 20 年後のポリマーフィルム相に変状は見られず，良好な耐久性が確認された．
またセメント粒子はポリマーフィルム相に覆われることにより水和が著しく抑制されていた． 
 





























浸した深部で吸水防止性を維持していることが分かってきた 11) 12)．さらに高濃度あるいは 100％のシ






ひび割れ追従性のある柔軟形 PCM との複合が有効になる． 
無機系複合表面処理工法については，シラン系含浸材や柔軟形 PCM のような透湿形の表面処理が
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 本論文では，それぞれ特徴的な性能を有す PCM 系補修材の開発の背景を示し，材料設計の各要素
が物性に与える影響および施工条件や使用時の環境条件等の各要因が物性に与える影響を明らかに
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ンクリート部門の主任研究員で，ASR の研究分野でもご活躍の中野錦一様のご助言で，昭和 58 年

































ことを覚えています．平成 10 年（1998 年）にイタリアのボローニャで開催された第 9 回のポリマー




初の年，平成 13 年（2001 年）にハワイで開催されたポリマーセメントの国際会議（10th International 
Congress on Polymers-in-Concrete）で研究発表しましたが，この時には私の方に研究発表のネタが
なく，単に自腹で休暇を取ってハワイに出向いて，杉浦君の発表を聞いたことを記憶しています．山
本君，杉浦君，大崎君の 3 名に心より感謝の意を表します． 
 
昭和の最後の頃に開発され，平成の初め頃から上市され，種々の劣化構造物に適用された無機系複
合表面処理工法は，平成 20 年（2008 年）を過ぎる頃には適用後 20 年以上を経過した構造物が多々
あり，これらの実態調査に着手し，それらの結果を和文で日本材料学会の論文集に，英文を 2 つの国
際会議（7th Asian Symposium on Polymers-in-Concrete in 2012 と 3rd International Conference 
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っています． 
またポリマーセメントを構成する主成分のポリマーについて，旭化成ケミカルズ(株)の錦織満様，
五十嵐義光様らには柔軟形ポリマーディスパージョンの分野で，日本合成化学工業(株)の勝木正美様
には粉末ポリマーの分野で，色々と教えを乞いました．有機化学の出身とはいえ，セメント混和用の
ポリマーに関しては全くの門外漢の私に根気よくお付き合いいただきまして，ありがとうございまし
た．とくに錦織さんとは，体調を壊されて腰の手術をされた時にお見舞いして以来，異なる会社間と
いう壁を乗り越えたお付き合いをいて頂きました．ポリマーセメントの研究という仕事をきっかけに
生涯の友を得ることができました．本当に感謝しています． 
そして論文博士号の取得に際して，最後の難関「学力審査」という山を乗り越えるのに最も助けて
いただいたのが，中村史郎君，吉原正博君，小林茂広さんおよび川東龍夫先生です．特に中村君は，
年齢こそ私より若いのですが，それこそ父親のように叱り，励まし，そして助けてくれました．あり
がとうございました． 
最後になりましたが，本論文を作成するにあたり自宅で淡々と書き続ける私の傍らで，事あるごと
に邪魔をしてくれた我が愛娘，麗音と，ひたすら暖かく見守ってくれた愛妻，百合子に心より感謝い
たします．特に百合子には，内見用の提出書類が米国出張という仕事の関係のため自分では提出でき
なくなり，代わりに提出してもらいました．その時に桂キャンパスの B クラスターの事務棟に上がる
のに足首を悪くして，それ以来，整骨院通いとなってしまいました．本当に申し訳ありません，そし
てありがとう． 
振り返ってみると本当に色んな人に助けてもらって，この論文は出来上がったのだと，しみじみ思
います．私の研究開発業務の集大成として本論文を書き上げる事ができ，私の人生は非常に幸運でし
た．途中でくじけそうになった事もありました．破門という目にもあいましたが，最後まで見捨てず
にご指導いただきました宮川豊章先生に，最も感謝しながらこの謝辞を締めくくりたいと思います．
本当に皆様，ありがとうございました． 
 
